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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 

 



○基幹統計調査の承認

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

経済センサス‐基礎調査 総 務 大 臣 承認事項の変更 

(1) 調査事項の変更

① 新たに年間総売上（収

入）金額を把握

② 「事業所の従業者数」

欄の別経営の事業所か

ら派遣されている人数

について、「出向」、「派

遣」別に人数を把握 

(2) 調査方法の変更

① 本社等一括調査にお

ける調査系統及び対象

範囲を変更 

② 調査票の種類を変更

③ オンラインによる調

査票の回収業務の対象

を拡大 

④ プレプリント事項を

拡大

H25.8.6 

特 定 サ ー ビ ス 

産 業 実 態 調 査 

経済産業大臣 承認事項の変更 

（1）報告を求める者の変更

都道府県知事に係る記

述を削除 

（2）報告を求める事項の基

準となる期日の変更

平成 25 年７月１日現在

から平成 26 年７月１日現

在に変更 

（3）報告を求めるために用

いる方法の変更

① 都道府県経由の調査

員調査等から民間委託

による郵送調査に変更

② 民間事業者への業務

委託に審査・集計等を

追加 

H25.8.21 

経 済 産 業 省 

生 産 動 態 統 計 調 査 

経済産業大臣 承認事項の変更 

(1) 調査票の廃止・統合

「機械器具月報（その

42）二輪自動車及び部品

（調査票番号 2420）」、「機

械器具月報（その 49）武

器（調査票番号 2490）」の

２調査票を廃止し、「セメ

H25.8.23 

－ 1 －



ント月報（調査票番号

7220）」と「セメント製品

月報（調査票番号 7340）」

を統合。 

(2) 調査項目の変更

４調査票（「機械器具月

報（その 28）回転電気機

械（航空機用のものを除

く）（調査票番号 2280）」

等）の調査項目に３項目

（「受入」等）を新設 等

(3) 調査対象品目の変更

５調査票（「機械器具月

報（その 32）電球､配線及

び電気照明器具（調査票

番号 2320）」等）において

６品目（「LED 器具（自動

車用を除く）」等）を新設

等 

(4) その他

４調査票（「機械器具月

報（その 37）電子計算機

及び関連装置（調査票番

号 6160）」等）、３調査項

目（「製品－ニット製・織

物製」の通し番号等）及

び５調査対象品目（「自動

車用タイヤ」等）につい

て名称を変更  等

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。

－ 2 －



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H25.8.5 若年者雇用実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.6 国際比較プログラムに関する小売物価調査 総 務 大 臣

H25.8.6 東京都市圏物資流動調査 国 土 交 通 大 臣

H25.8.7 障害者雇用実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.7 雇用均等基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.19 知的財産活動調査 経 済 産 業 大 臣

H25.8.21 子どもを守る地域ネットワーク等調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.21 国民健康・栄養調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.21 労働安全衛生調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.23 青少年のインターネット利用環境実態調査 内 閣 総 理 大 臣

H25.8.23 能力開発基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.8.30 介護事業実態調査 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。

－ 3 －



○一般統計調査の中止

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H25.8.23 園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査 農 林 水 産 大 臣

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したものであ
る。

－ 4 －



 

（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H25.8.1 耕畜連携畜産たい肥利用促進調査 奈 良 県 知 事

H25.8.5 人権に関する県民意識調査 佐 賀 県 知 事

H25.8.9 精神障害者の暮らしや受診状況の実態等に関する調査 奈 良 県 知 事

H25.8.12 北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査 北 九 州 市 長

H25.8.12 福岡市障がい児・者等実態調査 福 岡 市 長

H25.8.13 北海道アイヌ生活実態調査 北 海 道 知 事

H25.8.14 宮城県ひとり親世帯等実態調査 宮 城 県 知 事

H25.8.21 県政テレビに関するアンケート調査 鳥 取 県 知 事

H25.8.21 堺市の製造業・運輸業に関するアンケート調査 堺 市 長

H25.8.22 奈良県子育て実態調査 奈 良 県 知 事

H25.8.22 相模原市営霊園整備調査 相 模 原 市 長

H25.8.23 宮城県産業廃棄物等実態調査 宮 城 県 知 事

H25.8.23 愛知県環境学習等行動計画に関するアンケート 愛 知 県 知 事

H25.8.26 保育士実態調査 奈 良 県 知 事

H25.8.26 堺市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査 堺 市 長

H25.8.26 神戸市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査 神 戸 市 長

H25.8.28 第12期　市政アドバイザー　第2回意識調査 神 戸 市 長

H25.8.29
北見網走都市圏総合都市交通体系調査（パーソントリップ調
査）

北 海 道 知 事

H25.8.29 子ども・子育て支援に関するアンケート調査 岡 山 市 長

H25.8.29 保護者の就労状況等に関するアンケート 岡 山 市 長

H25.8.30 札幌市市内におけるPCB廃棄物の実態把握調査 札 幌 市 長

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H25.8.2 市町村民経済計算作成のための基礎資料収集調査 宮 城 県 知 事

H25.8.2 労働環境等調査 栃 木 県 知 事

H25.8.7 大阪府景気観測調査 大 阪 府 知 事

H25.8.9 県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査 宮 城 県 知 事

H25.8.9 財政状況調査 滋 賀 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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H25.8.12 新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査 新 潟 県知 事、 新潟 市長

H25.8.15 県民健康基礎調査 静 岡 県 知 事

H25.8.16 中小企業労働条件等実態調査 東 京 都 知 事

H25.8.19 ひとり親世帯等実態調査 名 古 屋 市 長

H25.8.19 神戸市中央卸売市場　流通実態調査 神 戸 市 長

H25.8.21 神奈川県工業生産統計調査 神 奈 川 県 知 事

H25.8.21 「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 福 井 県 知 事

H25.8.26 千葉県生活習慣に関するアンケート調査 千 葉 県 知 事

H25.8.29 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査 愛 媛 県 知 事

H25.8.30 神奈川県働く環境に関する事業所調査 神 奈 川 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 経済センサス－基礎調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月６日 

【実施機関】 総務省統計局経済基本構造統計課 

【目 的】 本調査は、事業所の事業活動及び企業の企業活動の状態を調査し、事業所母

集団データベース等の母集団情報を整備するとともに、我が国における事業 所

及び企業の産業、従業者規模等の基本的構造を全国的及び地域別に明らかにする

こ とを目的とする。 

【調査の構成】 １－甲調査票 ２－乙調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物及び閲覧 

※ 

【調査票名】 １－甲調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）調査対象の範囲 日本標準産業

分類に掲げる産業に属する事業所（物の生産又はサービスの提供が事業とし

て行われている一定の場所をいう。以下同じ。）のうち、次の各号に掲 げ

る事業所を除く事業所（以下「調査事業所」という。）、（ア）大分類Ａ－農

業・林業に属する事業所で個人の経営に係るもの、（イ）大分類Ｂ－漁業に

属する事業所で個人の経営に係るもの、（ウ）大分類Ｎ－生活関連サービス

業、娯楽業のうち、中分類 ７９－その他の生活連サービス業（小分類 ７

９２－家事サービス業に限る。）に属する事業所、（エ）大分類Ｒ－サービス

業（他に分類されないもの）のうち、中分類 ９６－外国公 務に属する事

業所 （抽出枠）国及び地方公共団体の調査事業所以外の調査事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，２００，０００ （配布）調査員・郵送・

オンライン （取集）調査員・郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

調査実施年７月１日現在 （系統）１．調査員による調査：総務省－都道府

県－市町村（特別区を含む。）－統計調査員－報告者、２．本社一括調査：

総務省－ 民間事業者－報告者（都道府県・市※特別区を含む。） 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）調査実施年６月から７月まで 

【調査事項】 ＂１．事業所に関する集計、（１）名称、（２）電話番号 、（３ ）所在

地、（４） 開設時期、（５）従業者数、（６）事業の種類、（７）業態、（８）

単独事業所・本所・支所の別、（９）年間総売上（収入）金額 、２．企業

に関する集計、（１） 経営組織、（２） 資本金等の額 、（３） 外国資

本比率、（ ４） 決算月、（５）持株会社か否か、（６）親会社の有無、（７） 

親会社の名称、（８）親会社の所在地及び電話番号、（９）子会社の有無及び

子会社の数、（１０）組織全体の常用雇用者数、（１１）組織全体の主な事業

の内容、（１２）国内及び海外の支所等の有無及び支所等の数、（１３）、本
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所の名称、（１４）本所の所在地及び電話番号、（１５）年間総売上（収入）

金額 

※ 

【調査票名】 ２－乙調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）調査対象の範囲 日本標準産業

分類に掲げる産業に属する事業所（物の生産又はサービスの提供が事業とし

て行われている一定の場所をいう。以下同じ。）のうち、次の各号に掲 げ

る事業所を除く事業所（以下「調査事業所」という。）、（ア）大分類Ａ－農

業・林業に属する事業所で個人の経営に係るもの、（イ）大分類Ｂ－漁業に

属する事業所で個人の経営に係るもの、（ウ）大分類Ｎ－生活関連サービス

業、娯楽業のうち、中分類 ７９－その他の生活連サービス業（小分類 ７

９２－家事サービス業に限る。）に属する事業所、（エ）大分類Ｒ－サービス

業（他に分類されないもの）のうち、中分類 ９６－外国公 務に属する事

業所 （抽出枠）国及び地方公共団体の調査事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６０，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年７月１日現在 

（系統）１．国の調査事業所：総務省－報告者、２．都道府県の調査事業所：

総務省－都道府県－報告者、３．市町村の調査事業所：総務省－都道府県－

市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）調査実施年６月から７月まで 

【調査事項】 １，（１）名称、（２） 電話番号、（３） 所在地、（ ４ ）職員数、（５）

事業の種類、（６） 事業の委託先の名称、電話番号及び所在地  
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【調査名】 特定サービス産業実態調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室 

【目 的】 本調査は、サービス産業の実態を明らかにし、サービス産業に関する施策の

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４８年に「昭和４８年特定サービス業実態調査」の名称で実

施され、対象業種は、毎年調査業種（物品賃貸業、情報サービス業、広告業）と

年次別にローテーションする業種（知識関連産業、余暇関連産業、公害関連産業）

によって構成されていたが、昭和５４年からはさらに行政上必要な業種を追加し

ていくこととし、調査の名称も「特定サービス産業実態調査」に改められた。 ま

た、平成３年から平成１１年までは、１．毎年調査業種（５業種）、２．周期調

査業種（３年周期で１０業種）、３．選択調査業種（毎年１から２業種）のパタ

ーンにより実施され、平成１２年からは、調査業種を「ビジネス支援産業」、「娯

楽関連産業」及び「教養・生活関連産業」の３つのカテゴリーに分割し、各カテ

ゴリーを原則として、３年に１回調査を行うこととした。平成１８年には、１．

母集団情報を従来の業界団体名簿から事業所・企業統計調査名簿に変更するとと

もに、調査対象業種の分類区分を日本標準産業分類の小分類レベルに統一する、

２．調査周期については、従来一部業種を除き３年周期であったものをすべての

業種について毎年調査する、３．平成１８年調査はビジネス支援産業の７業種を

対象とする等の改正が行われ、実施された。平成１８年調査における改正の基本

的な考え方に即し、平成１９年には４業種を、平成２０年には１０業種、平成２

１年には７業種を調査対象業種に追加するよう改正が行われた。（計２８業種）

さらに、平成２２年には、調査方法としてオンライン調査が追加された。平成２

３年及び２４年調査は、経済センサス－活動調査の実施に伴い、調査を中止する

こととなった。 

【調査の構成】 １－ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業及びインターネット附

随サービス業調査票 ２－物品賃貸業調査票 ３－広告業調査票 ４－映

像情報制作・配給業調査票 ５－クレジットカード業，割賦金融業調査票 

６－デザイン業・機械設計業調査票 ７－計量証明業調査票 ８－音声情

報制作業調査票 ９－新聞業調査票 １０－出版業調査票 １１－映像・

音声・文字情報制作に附帯するサービス業調査票 １２－機械修理業、電

気機械器具修理業調査票 １３－冠婚葬祭業調査票 １４－映画館調査票 

１５－興行場，興行団調査票 １６－スポーツ施設提供業調査票 １７－

公園，遊園地・テーマパーク調査票 １８－学習塾調査票 １９－教養・

技能教授業調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物及び閲覧 
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【備 考】 今回の変更は、調査全体として、調査系統の見直し、民間委託の範囲の拡大、

東日本大震災への対応として行った調査対象地域の除外の一部解除等。 

※ 

【調査票名】 １－ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業及びインターネット附随

サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「ソフトウェア業」、「情報処理・提供サービス業」、「インターネット附随

サービス業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，１７６／２３，７９７ （配布）郵

送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査

実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－

民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用及

び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「各種物品賃貸業」、「産業用機械器具賃貸業」、「事務用機械器具賃貸業」、

「自動車賃貸業」、「スポーツ・娯楽用品賃貸業」、「その他の物品賃貸業」を

営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１１，２１７／２２，９５７ （配

布）郵送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、

調査実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業

省－民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．フランチャイズ、５．年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額、６．

従業者数、７．年間売上高、契約高、８．年間契約件数、９．保有数量等 

※ 
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【調査票名】 ３－広告業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「広告業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０２１／９，８５６ （配布）郵送、

オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施

年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間によって行う。 （系統）経

済産業省－民間事業者－報告者、 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用及

び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ４－映像情報制作・配給業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「映像情報制作・配給業」を営む企業 （抽出枠）平成２１年経済センサス

－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９４８／２，５１８ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６

年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施年

の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の事業形態、

４．年間売上高、５．映画・テレビ番組及びビデオ制作本数等、６．年間営

業費用及び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業，割賦金融業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「クレジットカード業，割賦金融業」を営む企業 （抽出枠）平成２１年経

済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９１ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在。た

だし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前年１月１日～１
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２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の系統、４．

年間売上高（年間取扱高）、５．会員数等、６．年間営業費用及び年間営業

用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ６－デザイン業・機械設計業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「デザイン業」、「機械設計業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済

センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５７９／１２，７８８ （配布）郵

送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査

実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－

民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用及

び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ７－計量証明業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「計量証明業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎

調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４２ （配布）郵送、オンライン （取集）

郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在。た

だし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前年１月１日～１

２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 ※オ

ンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用及

び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 
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【調査票名】 ８－音声情報制作業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「音声情報制作業」を営む企業 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎

調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５７ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在。た

だし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前年１月１日～１

２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の事業形態、

４．年間売上高等、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用

及び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ９－新聞業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「新聞業」を営む企業 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６８／９８５ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７

月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前

年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の事業形態、

４．年間売上高等、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用

及び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １０－出版業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「出版業」を営む企業 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７８７／３，２１９ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施

年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間

事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の系統、４．

年間売上高等、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用及び

年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １１－映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業」を営む企業 （抽出枠）

平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６０１／８２９ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７

月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前

年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査実施年の７月３１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．企業の事業形態、

４．年間売上高等、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費用

及び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １２－機械修理業、電気機械器具修理業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「機械修理業（電気機械器具を除く）」、「電気機械器具修理業」を営む事

業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，４７１／１６，９６５ （配布）郵

送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査

実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－

民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別

等、４．年間売上高、５．年間売上高の契約先産業別割合、６．年間営業費

用及び年間営業用固定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １３－冠婚葬祭業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分
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類「冠婚葬祭業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎

調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９８６／９，１７０ （配布）郵送、

オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施

年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間

事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．フランチャイズ、５．年間売上高、６．年間取扱件数、７．年間営業費

用及び年間営業用固定資産取得額、８．従業者数 

※ 

【調査票名】 １４－映画館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「映画館」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５８４ （配布）郵送、オンライン （取集）

郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在。た

だし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前年１月１日～１

２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 ※オ

ンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．入場者数及び公開本数、６．施設、７．系列・立地環

境等、８．年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額、９．従業者数 

※ 

【調査票名】 １５－興行場，興行団調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「興行場（別掲を除く），興行団」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年

経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０２４／２，３３３ （配布）郵送、

オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実施

年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間
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事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．事業の形態等、５．年間売上高等、６．年間営業費用及び年間営業用固

定資産取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １６－スポーツ施設提供業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「スポーツ施設提供業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサ

ス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８６１／１６，７５９ （配布）郵

送オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成

２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査実

施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民

間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．フランチャイズ、５．事業の形態等、６．年間売上高、７．施設キャパ

シティ、年間営業日数、年間利用者数等、８．年間営業費用及び年間営業用

固定資産取得額、９．従業者数 

※ 

【調査票名】 １７－公園，遊園地・テーマパーク調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「公園，遊園地」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基

礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０５ （配布）郵送、オンライン （取集）

郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在。た

だし、年間実績を把握する事項については、調査実施年の前年１月１日～１

２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 ※オ

ンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．年間売上高、５．総敷地面積、駐車場の台数及び保有施設、６．入場料
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及び年間入場者数等、７．年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額、８．

従業者数 

※ 

【調査票名】 １８－学習塾調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「学習塾」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７６５／５０，０８６ （配布）郵

送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査

実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－

民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．フランチャイズ、５．年間売上高、６．講座数、受講生数等、７．入会

金・講座単価等、８．インターネットを利用した指導方法の採用の有無、９．

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額、１０．従業者数 

※ 

【調査票名】 １９－教養・技能教授業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分

類「教養・技能教授業」を営む事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス

－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，９２８／９０，１３７ （配布）郵

送、オンライン （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年７月１日現在。ただし、年間実績を把握する事項については、調査

実施年の前年１月１日～１２月３１日までの１年間 （系統）経済産業省－

民間事業者－報告者 ※オンラインによる報告が可能 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）調査事業所：調査実施年の７月３１日、一

括調査企業：調査実施年の８月１５日 

【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、

４．フランチャイズ、５．年間売上高、６．講座数、受講者数等、７．受講

料及び入会金等、８．前受金、９．教室・施設の床面積、１０．年間営業費

用及び年間営業用固定資産取得額、１１．従業者数  
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【調査名】 経済産業省生産動態統計調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ 

【目 的】 本調査は、鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料

を得ることを目的とする。 

【沿 革】 生産動態統計調査は、昭和２３年に、当時の連合国軍総司令部の要請を受け

て、生産動態の把握及び経済統制下における物資の需給調整上の資料としての利

用を目的として開始された。昭和２６年の経済統制の解除により物資の需給調整

という副次的利用目的が大幅に後退したのを契機として、昭和２８年に経済統計

への移行に重点を置いた大幅改正が行われた。その後の大きな改正としては、昭

和４８年のコンピュータ処理化に伴う統計の体系整備のための調査品目、調査項

目の簡素化、昭和５６年の商鉱工業エネルギー消費統計調査（現在の「経済産業

省特定業種石油等消費統計調査」（基幹統計調査））の開始に伴うエネルギー関連

項目の簡素化が挙げられる。さらに平成１２年１月分の調査からは、新世代統計

システムの導入に伴い、調査票様式、調査票の提出方法等の変更がなされている。

平成１４年には、鉱工業生産における各製品の市場規模の変化等最近の産業構造

の変化を踏まえ、調査対象品目、調査事項、調査対象範囲及び調査票の見直しに

関する統一基準を定め、年間出荷額が低下している品目を削除する一方、最近成

長が見られる品目を追加する等の調査対象品目の変更を行うなどの大規模な変

更が行われている。平成１６年には、印刷業に関する調査票が新設されている。

平成１８年には、非鉄金属製品月報と光ファイバー製品月報の統合が行われた。

平成２２年には、生産規模が縮小等した調査対象品目を削除及び統合するととも

に、調査事項のうち「燃料・電力」の廃止、「労務」の「月末常用従業者数」を

「月末従事者数」に名称変更及び「月間実働延人員」の削除等の変更を行い、調

査対象品目数１，６７１品目、月報数１１１月報となった。 

【調査の構成】 １－それぞれの品目ごとの月報 

【公 表】 インターネット及び印刷物（速報：翌月末、確報：翌々月中旬、年報：翌年

６月） 

【備 考】 今回の変更は、「調査票」、調査項目、「調査品目」、「調査対象品目」等の変更

による。 

※ 

【調査票名】 １－それぞれの品目ごとの月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１．別表第１に掲げる鉱産物及

び工業品（以下「生産品目」という。）を生産（加工を含む。）する者であっ

て、別表第１で生産品目別に掲げる範囲に属する事業所、２．前項に掲げる

事業所の生産品目の販売の管理を行っている事業所又は前項に掲げる事業
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所へ生産品目について生産の委託を行っている事業所であって、別表第１で

生産品目別に掲げる範囲に属する事業所（以下「特定事業所」という。） （抽

出枠）規模以上悉皆調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７，０００ （配布）郵送・調査員・オンラ

イン（電子メール） （取集）郵送・調査員・オンライン（電子メール） （記

入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）１．経済産業省－都道府県－

調査員－報告者、２．経済産業省－経済産業局－調査員－報告者、３．経済

産業省－都道府県－報告者、４．経済産業省－経済産業局－報告者、５．経

済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月（平成２６年１月調査以降） （実施期日）翌月１０日（対

経済産業局長及び都道府県知事）、翌月１５日（対経済産業大臣） 

【調査事項】 １．生産、２．受入、３．消費、４．出荷、５．在庫、６．原材料、７．

従事者、８．生産能力及び設備 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 若年者雇用実態調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月５日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は、事業所における若年労働者の雇用状況、若年労働者の就業に関す

る意識など若年者の雇用実態について、事業所側、労働者側の双方から把握する

ことにより、若年者の雇用に関する諸問題に的確に対応した施策の立案等に資す

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２５年若年者雇用実態調査（事業所票） ２－平成２５年若年

者雇用実態調査（個人票） 

【公 表】 「調査結果の概況」（平成２６年８月までに），「調査結果報告書」（平成２７

年３月までに） 

※ 

【調査票名】 １－平成２５年若年者雇用実態調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる１．

鉱業，採石業，砂利採取業，２．建設業，３．製造業，４．電気・ガス・熱

供給・水道業，５．情報通信業，６．運輸業，郵便業，７．卸売業，小売業，

８．金融業，保険業，９．不動産業，物品賃貸業，１０．学術研究，専門・

技術サービス業，１１．宿泊業，飲食サービス業，１２．生活関連サービス

業，娯楽業（家事サービス業を除く。），１３．教育，学習支援業，１４．医

療，福祉，１５．複合サービス事業，１６．サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）に属し，常用労働者を５人以上雇用している事業

所。 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００／１，９００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日

現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年９月２７日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所の属性（１）事業所が属する企業規模、事業所の常用労働者数、

（２）労働者派遣事業の有無、（３）就業形態・性・雇用期間の定めの有無

別労働者数、２．就業形態別労働者数（正社員、正社員以外の労働者）（若

年労働者）、３．過去１年間における若年労働者の採用について（１）正社

員の採用の有無及び採用した者の最終卒業学校（新規学卒者、中途採用者）、

採用人数、（２）採用選考にあたって重視した点（新規学卒者、中途採用者）、

（３）正社員以外の労働者の採用の有無及び採用した者の最終卒業学校（学

校卒業後１年以内、それ以外）、採用人数、４．若年者を受け入れるために

実施している又は実施予定（検討中）の制度、５．若年労働者の定着状況の
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変化（１）過去１年間における若年労働者の自己都合退職者の有無及び自己

都合退職者数（正社員、正社員以外の労働者）、（２）自己都合により退職し

た若年労働者数の変化（正社員、正社員以外の労働者）、６．若年労働者の

定着のための対策について（１）正社員の定着のために実施している対策の

有無、内容及び最も効果のある対策、（２）正社員以外の労働者の定着のた

めに実施している対策の有無、内容及び最も効果のある対策、７．若年労働

者に期待する勤続期間階級（正社員（新規学卒者、中途採用者）、正社員以

外の労働者）、８．若年労働者の育成について（１）育成方針（正社員（新

規学卒者、中途採用者）、正社員以外の労働者、派遣労働者）、（２）育成方

法（正社員（新規学卒者、中途採用者）、正社員以外の労働者、派遣労働者）、

（３）育成目標（正社員（新規学卒者、中途採用者）、正社員以外の労働者、

派遣労働者）、９．正社員以外の労働者の正社員への転換について（１）正

社員以外の労働者を正社員へ転換させる制度の有無、（２）過去３年間にお

ける若年労働者の正社員への転換制度の実績（有無、採用人数）、（３）若年

労働者を正社員へ転換させる際に重視するもの、（４）若年労働者を正社員

へ転換するために実施している人材育成、１０．フリーターについて（１）

フリーターの採用、応募状況、（２）フリーターの評価、（３）フリーターを

採用する際に重視するもの、１１．学校、行政等に対する要望 

※ 

【調査票名】 ２－平成２５年若年者雇用実態調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる１．鉱

業，採石業，砂利採取業，２．建設業，３．製造業，４．電気・ガス・熱供

給・水道業，５．情報通信業，６．運輸業，郵便業，７．卸売業，小売業，

８．金融業，保険業，９．不動産業，物品賃貸業，１０．学術研究，専門・

技術サービス業，１１．宿泊業，飲食サービス業，１２．生活関連サービス

業，娯楽業（家事サービス業を除く。），１３．教育，学習支援業，１４．医

療，福祉，１５．複合サービス事業，１６．サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）に属し，常用労働者を５人以上雇用している事業

所において就業している若年労働者。 （抽出枠）平成２１年経済センサス

－基礎調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３１，０００／１５，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日

現在 （系統）厚生労働省－民間事業者－事業所調査対象事業所－報告者（配

布）、報告者－厚生労働省（回収） 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年１０月１１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．個人の属性（１）性、年齢階級、（２）同居家族の有無及び同居家族
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の続柄、（３）主な収入源、（４）最終学歴または在学の状況、２．働いてい

る理由、３．職業能力の向上・習得について（１）これまでの職業生活にお

いて受けた研修・教育訓練（職場を通じて受けたもの、自ら受けたもの）、（２）

どのような効果があったか、（３）ジョブ・カードの活用の有無及び周知状

況、（４）職業能力習得・向上の必要性、（５）職業能力習得・向上の形、（６）

職業能力を自ら習得・向上させるための具体的な方法等、４．資格・免許に

ついて（１）仕事に役立つ免許の有無、必要性、（２）資格・免許の内容、

５．現在の就業状況について（１）就業形態、（２）正社員になった経緯、（３）

現在の就業形態での在籍期間階級、（４）職種、（５）平成２５年９月の賃金

総額、（６）９月最後の１週間の実労働時間数階級、（７）職業生活の評価、

６．今後の職業生活について（１）希望する職業生活のコース、（２）転職

の希望、（３）転職を希望する時期、（４）転職しようと思う理由、７．今後

の就業についての希望、８．これまでの就業について（１）最終学校卒業か

ら１年間の状況、（２）正社員以外の労働者として就職した主な理由、（３）

無業だった主な理由、（４）現在の会社に就職するまでの状況、（５）正社員

経験の有無、９．初めて就職する会社を選択する際に重視した項目、１０．

初めて就職した会社を決定する際に参考とした意見、１１．学校での職業指

導の有用性、１２．初めて就職した会社の現在の勤務の有無、１３．初めて

就職した会社での職種、１４．初めて就職した会社の離職理由、１５．初め

て就職した会社の勤続期間階級、１６．今までに就職した会社数、１７．転

職経験の活用状況  
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【調査名】 国際比較プログラムに関する小売物価調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月６日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 本調査は、国際比較に必要な商品の小売価格及びサービス料金を調査し、Ｏ

ＥＣＤが主宰する「国際比較プログラム」（ＩＣＰ）に対して、各国通貨の購買

力平価による国内総生産（ＧＤＰ）の実質比較を行うための基礎資料を提供する

ことを目的とする。 

【沿 革】 国際比較プログラムは、国連統計委員会の勧告に基づき、国連統計部により

１９６９年に開始された。我が国は、第３期事業（１９７５年対象）以降これに

参加し、関係各府省の協力の下に、調査対象品目の価格データ、支出ウェイトの

データの提供を行っている。第４期事業（１９８０年対象）からは、参加国数の

増加等の理由から参加国をいくつかの地域・グループに分けそれぞれの地域等で

比較事業を行い、国連統計部（１９８５年からは世界銀行）が地域等の比較結果

を連結し、世界比較結果をまとめる方式がとられている。第６期事業（１９９３

年対象）終了後、事業実施のための資金の不足等から事業が停滞していたが、事

業実施体制等の再構築が行われ、世界銀行主導で世界１５３か国を比較対象とし

たＩＣＰ事業（２００５年を基準年とする２００３～２００６年ラウンド）が再

開され、我が国もこれに参加することとなった。また、我が国は、ＯＥＣＤと欧

州連合統計局（Ｅｕｒｏｓｔａｔ）が共同主宰する「購買力平価（ＰＰＰ）算出

プログラム事業」にも参加している。購買力平価（ＰＰＰ）算出プログラム事業

は、世界比較事業とは独立して３年周期で実施されており、現在２０１１年ラウ

ンド（２００９～２０１１年）の調査を実施中である。 

【調査の構成】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査票 

【公 表】 インターネット（ＯＥＣＤが定める期日（２０１６年末日予定）） 

【備 考】 今回の変更は調査事項の品目・銘柄の変更及び調査の報告を求める期間の変

更。 

※ 

【調査票名】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査票 

【調査対象】 （地域）東京都区部 （単位）事業所 （属性）東京都区部の小売業を行

っている事業所 （抽出枠）＂事業所母集団データベースを使用し、国際比

較プログラムに関する小売物価調査の対象事業所を従業者規模別に層別抽

出して作成した調査名簿より、調査品目・銘柄を販売している３事業所を、

従業者規模の大きい順に、指定数が選定できるまで順次選定する。 

＂ 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００ （配布）職員 （取集）職員 （記

入）他計 （把握時）調査実施日現在 （系統）総務省統計局－報告者 

－ 23 －



【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年８月２６日～９月３０日 

【調査事項】 ＯＥＣＤから価格データ提供の依頼があった「家庭用品等」に係る品目・

銘柄の小売価格及びサービス料金  
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【調査名】 東京都市圏物資流動調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月６日 

【実施機関】 国土交通省都市局都市計画課都市計画調査室 

【目 的】 本調査は、東京都市圏の物流交通の実態を総合的に把握するため、都市圏の

物の動きについて、事業所属性、物資の品目、発着施設、輸送手段、中継の場所

等について多面的に捉え、総合的な都市交通計画の基礎資料を得ることを目的と

するものである。 

【沿 革】 東京都を中心とした地域は、日本の中心として産業、都市機能が集積し、交

通基盤の整備も進んでおり、物の動きが都県境を越えて広域に及んでいる（当該

地域を国土交通省では、「東京都市圏」と呼称している）。本調査は、国土交通省

が、当該地域における総合的な都市交通計画を検討する上での基礎資料とするこ

とを目的に、昭和４７年からおおむね１０年周期で実施するものであり、今回で

５回目の調査となる。 

【調査の構成】 １－事業所機能調査票（運輸業） ２－事業所機能調査票（荷主） 

【公 表】 インターネット（国土交通省のホームページ、政府統計の総合窓口「ｅ－Ｓ

ｔａｔ」）により公表 

※ 

【調査票名】 １－事業所機能調査票（運輸業） 

【調査対象】 （地域）東京都市圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の全域及び茨城

県・栃木県・群馬県の一部） （単位）事業所 （属性）本標準産業分類に

掲げる「４４道路貨物運送業」、「４５水運業」、「４６航空運輸業」、「４７倉

庫業」及び「４８運輸に附帯するサービス業」に属する事業所。※上記範囲

のうち「４５水運業」、「４６航空運輸業」及び「４８運輸に附帯するサービ

ス業」は従業員規模５人以上の事業所。 （抽出枠）平成２１年経済センサ

ス（基礎調査）の名簿を活用し、同調査の名簿より調査対象事業所を選定。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１．報告者数：約１８０００事業所、２．

母集団数：３１８１５事業所 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月、１１月の平日１

日（火・水・木曜日であって、祝祭日を除く１日とする。） （系統）国土

交通省－１都６県５政令市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年毎（直近の実施年は平成１６年） （実施期日）１０月

～１１月 

【調査事項】 １．事業所属性、（１）事業所名、（２）所在地、（３）従業員数、（４）敷

地の状況、（５）延床面積、（６）顧客の特性、（７）荷捌き駐車施設の有無・

トラックの駐車可能台数、（８）事業所開設年、（９）施設種類、（１０）事

業所の機能、（１１）主要な物流施設の建設年、（１２）主要な物流施設の構
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造、（１３）立地の理由、２．物資活動属性、（１）搬出入の有無、（２）代

表的な品目、（３）搬出（搬入）物資の目的地（出発地）、（４）搬出（搬入）

圏域、（５）国際海上コンテナ利用、（６）在庫量、（７）在庫期間、 ３．．

物流施設の発生集中量、（１）利用輸送手段別搬出（搬入）台数（２）、利用

輸送手段別搬出（搬入）重量、（３）時刻指定されている物資の有無・割合、

（４）満載に対する平均的な積載量の比率、 ４．搬出先（搬入元）属性、

（１）住所、（２）箇所数、（３）業種、（４）施設種類、５．物資属性、（１）

重量、（２）品目、６．輸送特性（１）輸送手段、（２）中継地点名、（３）

輸送に利用した貨物車の延べ台数、（４）国際海上コンテナ利用、７．積み

込み地点（降ろした地点）属性（１）事業所を経由しない物資の輸送の有無、

（２）住所、（３）箇所数、（４）業種、（５）施設種類、８．物資属性、（１）

重量、（２）品目、９．輸送特性、（１）輸送手段、（２）輸送に利用した貨

物車の延べ台数、（３）国際海上コンテナ利用 

※ 

【調査票名】 ２－事業所機能調査票（荷主） 

【調査対象】 （地域）東京都市圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の全域及び茨城

県・栃木県・群馬県の一部） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類

に掲げる「Ｅ製造業」、「Ｉ卸売業、小売業」、「７６飲食店」、「７７持ち帰り・

配達飲食サービス業」、「７８１１普通洗濯業」、「７８１３リネンサプライ業」、

「８８１一般廃棄物処理業」、「８８２産業廃棄物処理業」、「８９１自動車整

備業」、「９０１機械修理業（電気機械器具を除く）」及び「９２９他に分類

されない事業サービス業」に属する事業所。※上記範囲の産業分類の事業所

のうち従業員規模５人以上の事業所。※「Ｉ卸売業、小売業」のうち小売業

（中分類５６～６１）、「７６飲食店」、「７７持ち帰り・配達飲食サービス業」

は、従業員規模５人以上の事業所のうち、主要企業の本社事業所に調査。 

（抽出枠）平成２１年経済センサス（基礎調査）の名簿を活用し、同調査の

名簿より調査対象事業所を選定。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出、有意抽出 （客体数）１．報告者数：約９３０００

事業所、２．母集団数：３８４２７０事業所 （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月、１１

月の平日１日（火・水・木曜日であって、祝祭日を除く１日とする。） （系

統）国土交通省－１都６県５政令市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年毎（直近の実施年は平成１６年） （実施期日）１０月

～１１月 

【調査事項】 １．事業所属性、（１）事業所名、（２）所在地、（３）従業員数、（４）敷

地の状況、（５）延床面積、（６）荷捌き駐車施設の有無・トラックの駐車可
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能台数、（７）事業所開設年、（８）施設種類、（９）事業所の機能、（１０）

主要な物流施設の建設年、（１１）主要な物流施設の構造、（１２）立地の理

由、２．物資活動属性、（１）搬出入の有無、（２）代表的な品目、（３）搬

出（搬入）物資の目的地（出発地）、（４）搬出（搬入）圏域、（５）物資の

種類（６）国際海上コンテナ利用、（７）在庫量、（８）在庫期間、 ３．．

物流施設の発生集中量、（１）利用輸送手段別搬出（搬入）台数（２）、利用

輸送手段別搬出（搬入）重量、（３）時刻指定されている物資の有無・割合、

（４）満載に対する平均的な積載量の比率、 ４．搬出先（搬入元）属性、

（１）住所、（２）箇所数、（３）業種、（４）施設種類、５．物資属性、（１）

重量、（２）品目、６．輸送特性（１）輸送手段、（２）中継地点名、（３）

輸送に利用した貨物車の延べ台数、（４）国際海上コンテナ利用  
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【調査名】 障害者雇用実態調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月７日 

【実施機関】 厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課地域就労

支援室 

【目 的】 本調査は、主要産業の民営事業所の事業主に対し、雇用している身体障害者、

知的障害者及び精神障害者の雇用者数、賃金、労働時間、職業、雇用管理上の措

置等を産業、事業所規模、障害の種類、程度、障害者の年齢、性別に調査すると

ともに、雇用されている身体障害者、知的障害者及び精神障害者本人に対し、属

性、職場環境・職場生活、相談相手、将来の不安等を調査し、その実態を明らか

にし、今後の障害者の雇用施策の検討及び立案に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－障害者雇用実態調査（事業所票）２－障害者雇用実態調査（個人票

Ａ）３－障害者雇用実態調査（個人票Ｂ）４－障害者雇用実態調査（個人

票Ｃ） 

【公 表】 「概要」（平成２６年１１月までに），「詳細」（平成２７年２月までに） 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用実態調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国（一部の地域を除く） （単位）事業所 （属性）日本標準

産業分類に掲げる農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売

業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技

術サービス業，宿泊業，飲食サービス業（バー、キャバレー、ナイトクラブ

を除く），生活関連サービス業，娯楽業（生活関連サービス業のうち家事サ

ービス業を除く），教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス事業，サ

ービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）の大分類に属し、常

用労働者を５人以上雇用している民営事業所 （抽出枠）事業所母集団デー

タベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，１００／１，８００，０００ （配

布）調査員・郵送 （取集）調査員・郵送 （記入）自計 （把握時）平成

２５年１１月１日現在（賃金及び労働時間については平成２５年１０月） 

（系統）厚生労働省－都道府県労働局－公共職業安定所－調査員（郵送）－

調査対象事業所 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項，２．身体障害者，知的障害者及び精神障害者の

雇用状況，３．関係機関との連携について，４．関係機関への期待について，

５．雇用上の課題等について，６．雇用上の配慮について，７．採用後に障

害者となった従業員に関する配慮について，８．今後の障害者の雇用方針に
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ついて 

※ 

【調査票名】 ２－障害者雇用実態調査（個人票Ａ） 

【調査対象】 （地域）全国（一部の地域を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産

業分類に掲げる農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製

造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サ

ービス業，宿泊業，飲食サービス業（バー、キャバレー、ナイトクラブを除

く），生活関連サービス業，娯楽業（生活関連サービス業のうち家事サービ

ス業を除く），教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス事業，サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）の大分類に属し、常用労

働者を５人以上雇用している民営事業所に雇用されている身体障害者とす

る。 （抽出枠）事業所母集団データベースによって選定された事業所に雇

用されている身体障害者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１，５００／４４８，０００ （配布）

調査員・郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１１月

１日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労働局－公共職業安定所－調査員

（郵送）－調査対象事業所－調査対象者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境，職場生活について，３．相談相手

について，４．将来の不安について 

※ 

【調査票名】 ３－障害者雇用実態調査（個人票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国（一部の地域を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産

業分類に掲げる農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製

造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サ

ービス業，宿泊業，飲食サービス業（バー、キャバレー、ナイトクラブを除

く），生活関連サービス業，娯楽業（生活関連サービス業のうち家事サービ

ス業を除く），教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス事業，サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）の大分類に属し、常用労

働者を５人以上雇用している民営事業所に雇用されている知的障害者とす

る。 （抽出枠）事業所母集団データベースによって選定された事業所に雇

用されている知的障害者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／４４８，０００ （配布）

調査員・郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１１月
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１日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労働局－公共職業安定所－調査員

（郵送）－調査対象事業所－調査対象者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境，職場生活について，３．相談相手

について，４．将来の不安について 

※ 

【調査票名】 ４－障害者雇用実態調査（個人票Ｃ） 

【調査対象】 （地域）全国（一部の地域を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産

業分類に掲げる農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製

造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サ

ービス業，宿泊業，飲食サービス業（バー、キャバレー、ナイトクラブを除

く），生活関連サービス業，娯楽業（生活関連サービス業のうち家事サービ

ス業を除く），教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス事業，サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）の大分類に属し、常用労

働者を５人以上雇用している民営事業所に雇用されている精神障害者とす

る。 （抽出枠）事業所母集団データベースによって選定された事業所に雇

用されている精神障害者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１００／４４８，０００ （配布）

調査員・郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１１月

１日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労働局－公共職業安定所－調査員

（郵送）－調査対象事業所－調査対象者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境，職場生活について，３．相談相手

について，４．将来の不安について  
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【調査名】 雇用均等基本調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月７日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 

【目 的】 本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的

とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６１年度に「女子雇用管理調査」として調査を開始して以来、

平成１８年度（昭和６３年度から「女子雇用管理基本調査」、平成９年度から「女

性雇用管理基本調査」に名称変更）まで、主要産業における女性労働者の雇用管

理の実態等を総合的に把握することを目的として毎年実施していたが、「雇用の

分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和４７年法

律第１１３号）の改正（平成１９年４月施行）に伴い、平成１９年度から、男女

の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握するための調査として、「雇用均等

基本調査」に名称変更して毎年実施されている。また、本調査は、昭和６１年度

の調査開始以来、３つのテーマ（１）企業を対象とした女性雇用管理の実施状況、

（２）事業所を対象とした育児・介護休業制度等の実施状況、（３）事業所を対

象とした母性保護等の実施状況を年次ローテーション方式により実施された。し

かし、平成２１年度の調査実施に当たり、ポジティブ・アクションの取組企業割

合が女性の継続就業や能力開発支援策の目標値として、また、育児休業取得率が

仕事と家庭の両立支援策の目標値として掲げられたことから、これら施策の目標

達成年次までの実態を毎年把握することが求められた。その結果、従前の年次ロ

ーテーションによる調査体系の見直しを行い、ポジティブ・アクションの取組状

況を毎年把握する企業調査と、育児休業の取得状況を毎年把握する事業所調査が

同時に実施されることとなった。 

【調査の構成】 １－企業票 ２－事業所票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年７月、詳細：調査実施

年の翌年１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－企業票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属し、常用労働者を１０人以上雇用している民営企業。「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービス業

のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複
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合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 

（抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４２０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部

の項目については、調査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日までの

１年間の実績、又は調査実施前々年の１０月１日～調査実施年９月３０日ま

での約２年間の実績） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項（１）企業の名称及び所在地、（２）主な事

業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．女性

の雇用管理に関する事項（１）役職別の登用状況、（２）女性の管理職への

登用を促進するための取組の内容、（３）女性の管理職が少ない又はいない

理由、（４）ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）の取組状況、（５）

ポジティブ・アクションを推進することが必要と考える理由、効果があった

と思われる事項、（６）ポジティブ・アクションの取組状況、取組事項又は

取組予定の有無、（７）ポジティブ・アクションに取り組まない理由（注）

上記のうち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～（４）、２（４）・

（７） 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の

大分類に属し、常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。「鉱業，採

石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービ

ス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を

除く。）」 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１，６１０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一

部の項目については、調査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日まで

の１年間の実績、又は調査実施前々年の１０月１日～調査実施年９月３０日

までの約２年間の実績） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所の名称及び所在地、（２）主
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な事業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．

育児・介護休業制度等に関する事項（１）出産者数、配偶者出産者数、うち

有期契約労働者数、育児休業制度の対象となる有期契約労働者数、（２）育

児休業者数、うち有期契約労働者数、（３）育児のための所定労働時間の短

縮措置等制度の有無、内容、最長取得期間、（４）介護休業制度の利用者数、

（５）介護の問題を抱えている従業員の把握、（６）仕事と介護の両立支援

を目的とした取組状況、取組事項、（７）介護を理由とした離職者数、３．

母性健康管理制度に関する事項（１）妊産婦の通院休暇に関する規定の有無

及び内容、（２）妊娠中の通勤緩和の措置に関する規定の有無及び内容、（３）

妊娠中の休憩に関する措置に関する規定の有無及び内容、（４）妊娠中又は

出産後の症状等に対応する措置に関する規定の有無及び内容、（５）母性健

康管理制度を利用した場合の賃金の取扱い、（６）妊娠中又は出産後の症状

等に対応する措置を利用したことによる不就業期間の取扱い、（７）妊産婦

の健康管理に関する相談体制、（８）母性健康管理制度の利用状況、４．短

時間正社員制度に関する事項（１）短時間正社員制度の有無（注）上記のう

ち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～（４）、２（１）・（２）

（ただし、有期契約労働者数、育児休業制度の対象となる有期契約労働者数

は除く）、２（３）及び４。  
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【調査名】 知的財産活動調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月１９日 

【実施機関】 経済産業省特許庁総務部企画調査課 

【目 的】 本調査は、我が国企業等の知的財産活動の実態を把握するとともに、産業財

産権審査体制の整備及び知的財産政策の企画立案のための基礎資料の作成を目

的とする。 

【沿 革】 平成１６年度調査から、調査客体及び調査周期の見直しを行い、毎年調査を

行う対象を特許等の出願実績が５件以上の者とし、一方、１～４件の者について

は、報告者負担軽減の観点から３年周期とした。 

【調査の構成】 １－知的財産活動調査票（甲） ２－知的財産活動調査票（乙） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（翌年４月） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者である。乙調査の報告者の抽出方法を有意抽

出から無作為抽出に変更した。 

※ 

【調査票名】 １－知的財産活動調査票（甲） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人、個人、大学及び公的研究機関 （属性）調

査実施の前々年の特許・実用新案・意匠・商標の産業財産権の出願数のいず

れかが５件以上である国内の法人、個人、大学及び公的研究機関等の出願人 

（抽出枠）前々年の出願人別出願件数表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，４００／６０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）産業財産権の出願件数に係る調査につ

いては調査実施の前年、産業財産権の出願件数以外の設問については報告者

の直近の会計年度 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）配布予定日：毎年８月最終週、回収終了予

定：毎年１２月末日 

【調査事項】 １．知的財産部門の活動状況、２．産業財産権制度の利用状況、３．産業

財産権の実施状況、４．知的財産権侵害に関する訴訟 

※ 

【調査票名】 ２－知的財産活動調査票（乙） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人、個人、大学及び公的研究機関 （属性）調

査実施の前々年に特許・実用新案・意匠・商標の産業財産権の出願実績があ

り、上記の４産業財産権のすべてが４件以下である国内の法人、個人、大学

及び公的研究機関等の出願人 （抽出枠）前々年の出願人別出願件数表を用

いて業種別に層化を行う。このうち、大学及び公的研究機関については重点

的に調査を実施する必要があるため、全数を選定し、大学及び公的研究機関

以外の業種については業種別出願人数比率に応じて残りの報告者数を配分
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した上で、ランダムサンプリング（無作為抽出）によって選定をする。 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出 （客体数）４，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）産業財産権の出願件数に係る調査につ

いては調査実施の前年、産業財産権の出願件数以外の設問については報告者

の直近の会計年度 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）配布予定日：毎年８月最終週、回収終了予

定：毎年１２月末日 

【調査事項】 １．知的財産部門の活動状況、２．産業財産権制度の利用状況、３．産業

財産権の実施状況、４．知的財産権侵害に関する訴訟  
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【調査名】 子どもを守る地域ネットワーク等調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室 

【目 的】 本調査は、市町村（特別区含む）の児童虐待の発生予防等の取組である要保

護児童対策地域協議会、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施状

況・実施体制の詳細を定期的に把握し、市町村における中長期的な児童虐待防止

関連施策の立案に資する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－子どもを守る地域ネットワーク等調査 調査票 

【公 表】  

※ 

【調査票名】 １－子どもを守る地域ネットワーク等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７４２ （配布）オンライン （取集）オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年４月１日 （系統）厚生労

働省－都道府県－報告者（市（指定都市及び中核市を除く）町村）、厚生労

働省－報告者（指定都市及び中核市） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月２０日～１１月１５日 

【調査事項】 １．要保護児童対策地域協議会の設置の有無、２．各種会議の開催状況、

３．運営上の課題、４．乳児家庭全戸訪問事業の実施状況、５．支援方法、

６．養育支援訪問事業の実施状況、７．事業の委託状況、８．訪問家庭の特

徴、９．事業実施上の課題等  
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【調査名】 国民健康・栄養調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 

【目 的】 本調査は、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにし、

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を得ることを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、昭和２７年に開始された「国民栄養調査」（承認統計調査）を主な

前身としており、平成１５年に、「国民栄養調査」のほか、「国民生活基礎調査」

の一部、「糖尿病実態調査」、「循環器疾患基礎調査」（国民生活基礎調査は指定統

計調査、それ以外は承認統計調査）等を統合して創設された。その後、平成２０

年までは、旧統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく承認統計調査として実

施されたが、全部改正後の新統計法（平成１９年法律第５３号）に基づき、平成

２１年以降は、一般統計調査として実施されている。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票２－栄養摂取状況調査票 ３－生活習慣調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年１０月、報告書：調査

実施年の翌々年３月） 

【備 考】 大規模調査から中間年調査への移行に伴う対象数及び調査項目の変更。 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）世帯員（身長・体重：満１歳以上、

腹囲測定：満６歳以上、血圧測定：満２０歳以上、血液検査：満２０歳以上、

問診（服薬状況、糖尿病の治療の有無、運動）：満２０歳以上） （抽出枠）

国民生活基礎調査の調査区に設定された単位区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）毎年１１月中の任意の１日 （系統）調

査票の配布：厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調査

員－報告者、調査票の回収：報告者－調査員－保健所－都道府県・保健所設

置市・特別区－独立行政法人国立健康・栄養研究所－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．腹囲、４．血圧、５．服薬状況、６．糖尿病の

治療の有無等 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）世帯及び世帯員（満１歳以上）、

１日の身体活動量（歩数）：満２０歳以上 （抽出枠）国民生活基礎調査の

調査区に設定された単位区 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，７００／１５，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１１月中の任意の１

日 （系統）調査票の配布：厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区

－保健所－調査員－報告者、調査票の回収：報告者－調査員－保健所－都道

府県・保健所設置市・特別区－独立行政法人国立健康・栄養研究所－厚生労

働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．生年月日、２．仕事の種類、３．食事の状況、４．料理名、５．使用

量等 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の世帯員 （抽出枠）

国民生活基礎調査の調査区に設定された単位区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月中の任意の１日 （系統）調

査票の配布：厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調査

員－報告者、調査票の回収：報告者－調査員－保健所－都道府県・保健所設

置市・特別区－独立行政法人国立健康・栄養研究所－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．食習慣の状況、２．歯の健康の状況、３．身体活動の状況、４．休養

の状況、５．喫煙の状況、６．飲酒の状況等  
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【調査名】 労働安全衛生調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 

【目 的】 本調査は、労働安全衛生法第６条に基づき、労働災害防止計画の重点施策を

策定するための基礎資料及び労働安全衛生行政運営の推進に資することを目的

とする。（実態調査）本調査は、労働者を取り巻く環境の著しい変化が災害発生

の要因として大きく影響していると考えられる状況において、労働災害や職業性

疾病等を防止し、快適な職場環境の形成を促進するため、危険有害業務等の労働

者を取り巻く職場環境の変化の実態及びその労働者への影響を的確に把握し、労

働災害防止対策等の適切な労働安全衛生上の対策を講じることが強く期待され

ている。平成２５年に実施する実態調査においては、事業所が行っている安全衛

生管理、労働災害防止活動及び安全衛生教育の実施状況等の実態並びにそこで働

く労働者の労働災害防止等に対する意識を把握し、今後の労働安全衛生行政を推

進するための基礎資料とすることを目的とするものである。 

【沿 革】 本調査は、従前は「労働安全衛生特別調査」という一つの枠組みの下で、そ

れぞれ独立した５調査（「労働環境調査」、「労働者健康状況調査」、「技術革新と

労働に関する実態調査」、「建設業労働災害防止対策等総合実態調査」及び「労働

安全衛生基本調査」）を、５年ローテーションで実施していたが、平成２３年か

らは、一連の周期調査としての体系をより明確にするために、改めて「労働安全

衛生特別調査」という名称の一般統計調査の申請を行い、この調査の下に、従前

の５調査を５調査としてまとめることとした。ただし、「技術革新と労働に関す

る実態調査」については、平成２０年調査をもって廃止し、代わりに平成２３年

に「労働災害防止対策等重点調査票」による調査を行うこととした。また、これ

以外の４調査票については、「労働安全衛生特別調査」の変更申請を順次行い、

追加していくこととした。さらに、平成２４年に調査体系の見直しを行い、「実

態調査」、「労働環境調査」及び「特定業種の労働災害防止対策実態調査」の３調

査に組み替えを行い、平成２５年調査からは調査名称を「労働安全衛生調査」に

変更し、調査を実施するものである。 

【調査の構成】 １－平成２５年労働安全衛生調査（実態調査）（事業所票）２－平成２５

年労働安全衛生調査（実態調査）（個人票） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２６年９月、調査結果報告書：平成

２７年３月） 

※ 

【調査票名】 １－平成２５年労働安全衛生調査（実態調査）（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による「農業，

林業」（林業に限る。）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、
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「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４，０００／９９０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２５年１０月３

１日現在（一部の事項：過去１年間（平成２４年１１月１日～平成２５年１

０月３１日）） （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１１月２０日 

【調査事項】 １．企業及び事業所に関する事項（１）企業全体の常用労働者数、（２）

事業所に従事する者のうち、常用労働者数及び就業形態別労働者数、、（３）

派遣労働者数、２．労働災害に関する事項（１）就業形態別被災労働者数、

３．安全衛生管理体制に関する事項（１）安全衛生管理の水準の低下につい

て、４．危険性・有害性の低減に向けた措置（リスクアセスメント）に関す

る事項（１）実施の有無、（２）実施内容、（３）コントロール・バンディン

グの認知の有無、（４）リスクアセスメントの効果について、（５）リスクア

セスメントを実施していない理由、５．安全衛生教育に関する事項（１）安

全衛生教育の実施の有無及び教育の内容、６．メンタルヘルス対策に関する

事項（１）メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業した労働者数及び

退職した労働者数、（２）．メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業し

た労働者のうち職場復帰した労働者の割合、（３）．メンタルヘルス不調によ

り休業した労働者の職場復帰に関する職場のルールの有無、（４）．メンタル

ヘルス対策の取組の有無及び取組内容、（５）ストレスに関する症状・不調

の確認の実施機会、（６）ストレスに関する症状・不調の確認を実施した労

働者に対する面接指導の実施割合、（７）ストレスに関する症状・不調の確

認を実施した労働者に対する面接指導の実施機関、（８）ストレスに関する

症状・不調の確認を実施した労働者に対する面接指導の実施結果に基づく事

後措置の実施の有無・内容、（９）．メンタルヘルス対策に取り組んでいない

理由、（１０）メンタルヘルス対策の今後の取組予定の有無、（１１）パワー

ハラスメント防止対策の取組の有無及び取組内容、７．受動喫煙防止対策に

関する事項（１）受動喫煙防止対策への取組の有無及び取組の状況、（２）

受動喫煙防止対策を取り組む上での問題の有無及び問題の内容、８．非正規

労働者対策に関する事項（１）非正規労働者に対する安全衛生教育実施の有

無及び実施内容、（２）非正規労働者に対する安全衛生教育実施の時期、（３）
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非正規労働者に対する安全衛生教育を実施していない理由、（４）非正規労

働者の安全衛生活動への参加の有無及び参加内容、（５）非正規労働者を安

全衛生活動に参加させていない理由、９．労働安全衛生活動への外部専門家

等の活用状況（１）危険な業務や有害な業務による労働災害防止について外

部専門家等の活用状況、（２）危険な業務や有害な業務による労働災害防止

について外部専門家等の活用内容、（３）危険な業務や有害な業務による労

働災害防止について外部専門家等を活用しない理由、（４）労働安全衛生業

務の外部請負についての利用要望、（５）危険な業務や有害な業務による労

働災害防止について社内人材による対応状況、１０．高年齢労働者の労働災

害防止対策（１）高年齢労働者の身体機能の低下に伴う労働災害防止対策の

取組の有無及び取組内容、１１．腰痛予防対策に関する事項（１）腰痛予防

対策指針の認知の有無、（２）腰部に負担のかかる業務の有無及び業務内容、

（３）腰痛予防教育の有無・時期、（４）人の抱え上げ作業の腰痛予防対策

の取組の有無・内容、（５）腰痛予防対策の取組の有無・内容、１２．熱中

症予防対策に関する事項（１）暑さ指数の認知の有無、（２）暑さ指数の活

用の有無、（３）夏の屋外作業の熱中症予防対策の取組の有無・内容 

※ 

【調査票名】 ２－平成２５年労働安全衛生調査（実態調査）（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類による「農業，

林業」（林業に限る。）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所で雇用されている常用労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，０００／３７，４００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２５年１０

月３１日現在（一部の事項：過去１年間（平成２４年１１月１日～平成２５

年１０月３１日）） （系統）厚生労働省－調査対象事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～１１月２０日 

【調査事項】 １．労働者の属性等（性、年齢、就業形態、今の業務に就いてからの経験

年数、職種）、２．安全衛生意識に関する事項（１）労働災害防止対策への

関心の程度及び対策の適否についての認識、（２）雇い入れられた・派遣さ

れたとき及び作業内容が変わったときの安全衛生教育の受講の有無及び教

育が役立っている程度、（３）安全衛生活動の参加の有無及び参加内容、（４）
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不安全行動の有無及び内容、３．ヒヤリ・ハット体験について（１）ヒヤリ・

ハット体験の有無、会社（上司）への報告の有無及び会社（上司）の対応の

状況、（２）業務上災害被災の有無及び被災時の対応、４．勤務の状況に関

する事項（１）仕事や職業生活に関する不安、悩み、ストレスについて相談

できる人の有無、相談の有無及び相談による解消の有無、（２）仕事や職業

生活に関する強い不安、悩み、ストレスと感じる事柄の有無及び内容、５．

一般健康診断に関する事項（１）一般健康診断受診の有無、検査結果の通知

の有無、所見の通知の有無、６．喫煙に関する事項（１）職場での喫煙習慣

の有無、（２）職場での受動喫煙の有無、（３）職場での受動喫煙による体調

不良の有無、（４）受動喫煙防止対策として望む事項  

－ 42 －



【調査名】 青少年のインターネット利用環境実態調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参事官（青少年環境整備担当） 

【目 的】 本調査は、平成２１年４月１日から施行された「青少年が安全に安心してイ

ンターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（いわゆる「青少年イン

ターネット環境整備法」）においては、１８歳未満の青少年がインターネットへ

の接続に用いる携帯電話やパーソナルコンピュータ等について、民間事業者にフ

ィルタリングの提供などが義務付けられるとともに、保護者に対しては、その保

護する青少年に適切にインターネットを利用させる責務などが課されることと

なっていることから、青少年及びその保護者を対象として、情報モラル教育の認

知度、フィルタリングの利用度及び改善ニーズ等を調査することで、青少年イン

ターネット環境整備法の実施状況を検証するとともに、技術革新等の影響による

著しい変化に対応する必要がある青少年のインターネット利用環境整備のため、

施策をより効果的に推進するための基礎データを得ることを目的として実施す

る。 

【調査の構成】 １－青少年のインターネット利用環境実態調査【青少年調査票】 ２－

青少年のインターネット利用環境実態調査【保護者調査票】 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、スマートフォンやタブレット型携帯端末等の新たな通信機器

の普及によるインターネット利用環境の状況変化を把握するための調査項目の

新設及び報告者負担軽減のため調査項目等の削除 

※ 

【調査票名】 １－青少年のインターネット利用環境実態調査【青少年調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１０歳～１７歳の青少年 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／９，６００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査の実施期間に

おいて報告者が報告を求められた時点現在 （系統）内閣府－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．青少年の携帯電話の利用状況、２．青少年のパソコンの利用状況、３．

青少年のゲーム機、タブレット型携帯端末、携帯音楽プレイヤーの使用状況、

４．青少年のスマートフォンの使用状況、５．その他 

※ 

【調査票名】 ２－青少年のインターネット利用環境実態調査【保護者調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１０歳～１７歳の青少年の保護
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者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査の実施期間に

おいて報告者が報告を求められた時点現在 （系統）内閣府－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．子どもの携帯電話の利用状況、２．子どものパソコンの利用状況、３．

子どものゲーム機、タブレット型携帯端末、携帯音楽プレイヤーの使用状況、

４．その他  
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【調査名】 能力開発基本調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 

【目 的】 本調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正

社員以外別に明らかにし、職業能力開発行政に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年から１７年まで厚生労働省から業務を委託された民間

事業者が行っていた調査を前身としているが、前身の調査の回収率が低い（おお

むね２０％程度）ことから、能力開発行政のための基礎資料として精度の高い結

果を得るため、国が直接実施する統計調査であることを明示し、回収率の向上に

努めることとし、また、「職業能力開発促進法及び中小企業における労働力の確

保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の

一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成１８年５月参議院厚生労働委員

会及び平成１８年６月衆議院厚生労働委員会）において、職場における非正規労

働者に対する能力開発の実態を把握することとされたことを踏まえ、平成１８年

から厚生労働省が毎年実施しているものである。 

【調査の構成】 １－能力開発基本調査（企業票）２－能力開発基本調査（事業所票）３

－能力開発基本調査（個人票） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年翌年の３月） 

※ 

【調査票名】 １－能力開発基本調査（企業票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

等に該当する市区町村を除く。） （単位）企業 （属性）日本標準産業分

類に掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営企

業。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物

品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、

「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サ

ービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事

業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出

枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，２００／１５１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１

日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実施

前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見込） 

（系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１２月９日 
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【調査事項】 １．企業の概要について（企業全体の常用労働者数）、２．ＯＦＦ－ＪＴ

及び自己啓発支援に支出した費用について、３．能力開発の考え方について、

４．能力開発の実績・見込みについて、５．事業内職業能力開発計画及び職

業能力開発推進者について（１）事業内職業能力開発計画の作成状況、（２）

職業能力開発推進者の選任状況、６．教育訓練休暇制度の導入状況について 

※ 

【調査票名】 ２－能力開発基本調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

等に該当する市区町村を除く。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業

分類に掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営

事業所。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信

業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，

物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス

業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家

事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービ

ス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽

出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／２４１，０００ （配布）

郵送 （取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月

１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実

施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見

込） （系統）調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－報告者、調査票の

回収：報告者－調査員－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１２月９日 

【調査事項】 １．事業所の概要について（１）企業全体の常用労働者数、（２）事業所

の常用労働者数、（３）事業所の離職者数、２．教育訓練の実施に関する事

項について（１）ＯＦＦ－ＪＴの実施状況、（２）実施したＯＦＦ－ＪＴの

教育訓練機関の種類、（３）実施したＯＦＦ－ＪＴの内容、（４）計画的なＯ

ＪＴの実施状況、３．人材育成について（人材育成に関する問題点）、４．

労働者のキャリア形成支援について（１）キャリア・コンサルティング制度

の導入状況、（２）労働者に対する自己啓発への支援の内容、５．労働者の

職業能力評価について（１）職業能力評価の実施状況、（２）職業能力評価

における資格の利用状況、（３）資格を受験する労働者に対する費用補助の

状況、（４）職業能力評価の活用状況、（５）職業能力評価の取り組みにおけ

る問題点、６．技能の継承について（１）技能継承の問題の有無、（２）技

能継承の取組状況 
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※ 

【調査票名】 ３－能力開発基本調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

等に該当する市区町村を除く。） （単位）個人 （属性）日本標準産業分

類に掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事

業所に雇用されている常用労働者。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス

業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の

生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、

「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）

（外国公務を除く。）」 （抽出枠）事業所票の調査対象事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２９，８００／２１，５８７，０００ （配

布）調査員 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１

０月１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調

査実施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度

の見込） （系統）調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－調査員－調査

対象事業所－報告者、調査票の回収：報告者－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月８日～１２月２４日 

【調査事項】 １．労働者の属性について（１）性別、（２）年齢、（３）就業状態、（４）

最終学歴、（５）雇用形態、（６）勤続年数、（７）業務、（８）役職、（９）

１週間の就業時間、２．会社を通して受講した教育訓練について（１）ＯＦ

Ｆ－ＪＴの受講状況、（２）受講したＯＦＦ－ＪＴの延べ受講時間、（３）受

講したＯＦＦ－ＪＴの役立ち度、３．自己啓発について（１）自己啓発の実

施状況、（２）自己啓発の実施内容、（３）自己啓発の実施時間、（４）自己

啓発の自己負担費用、（５）自己啓発の費用補助の状況、（６）自己啓発の費

用補助額、（７）自己啓発を行った理由、（８）自己啓発の業務における役立

ち度、（９）社外で実施する自己啓発に対する職場の協力状況、（１０）自己

啓発の問題点、４．これからの職業生活設計について（１）職業生活設計に

対する考え方、（２）キャリア・コンサルティングの利用状況、（３）教育訓

練休暇制度の有無、（４）教育訓練休暇制度の利用状況及び今後の利用予定  
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【調査名】 介護事業実態調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年８月３０日 

【実施機関】 厚生労働省老健局老人保健課 

【目 的】 本調査は、介護報酬改定のための基礎資料を収集する一環として行うもので

あり、平成２４年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されているかを

把握することを目的とする。 

【沿 革】 平成２２年に、「介護事業経営概況調査」（平成１３年から実施）と「介護従

事者処遇状況等調査」（平成２１年に一回限りで実施）が統合され、名称が「介

護事業実態調査」に変更された。平成２３年に、「介護事業経営実態調査」（平成

１４年から実施）が、介護事業実態調査に統合された。 

【調査の構成】 １－介護従事者処遇状況等調査 調査票 ２－介護事業経営実態調査 

介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設調査票 ３－介護事業経

営実態調査 介護老人保健施設調査票 ４－介護事業経営実態調査 介護

療養型医療施設（病院・診療所）調査票 ５－介護事業経営実態調査 居

宅サービス・地域密着型サービス事業所調査票（介護予防含む）（福祉関係） 

６－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所調

査票（介護予防含む）（医療関係）７－介護事業経営概況調査（特別調査） 

介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 ８－介護事業経営概

況調査（特別調査） 介護老人保健施設票 ９－介護事業経営概況調査（特

別調査） 介護療養型医療施設票 １０－介護事業経営概況調査（特別調

査） 居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（予防含む）（福祉関係） 

１１－介護事業経営概況調査（特別調査） 居宅サービス・地域密着型サ

ービス事業所票（予防含む）（医療関係） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（介護従事者処遇状況等調査：（概況：平成２６年

３月、詳細：平成２６年４月）、介護事業経営実態調査：（概況：平成２３年１０

月、詳細：平成２４年３月）、介護事業経営概況調査：（概況：平成２５年１１月、

詳細：平成２６年４月）） 

【備 考】 今回の変更は、介護従事者処遇状況等調査の調査の周期等の変更（介護従事

者処遇状況等調査を平成２５年度に臨時に実施するもの） 

※ 

【調査票名】 １－介護従事者処遇状況等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護事業所、通所介護事業所、

居宅介護支援事業所、認知症対応型共同生活介護事業所 （抽出枠）介護サ

ービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０３５／１２３，３７９ （配布）
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郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年９

月末時点（項目によっては、２５年９月１か月間の実績等） （系統）厚生

労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年（ただし、平成２５年度は臨時に実施） （実施期日）平

成２５年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ２－介護事業経営実態調査 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉

施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 （抽出枠）介護サービス

施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９２３／６，５８６ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末時

点（項目によっては、２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労働省

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 ３－介護事業経営実態調査 介護老人保健施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人保健施設 （抽

出枠）介護サービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名

簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９２９／３，７１７ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末時点（項

目によっては、２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労働省－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 ４－介護事業経営実態調査 介護療養型医療施設（病院・診療所）調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽

出枠）介護サービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名
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簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９７７／１，９５３ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末時点（項

目によっては、２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労働省－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 ５－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所調

査票（介護予防含む）（福祉関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問

入浴介護事業所、通所介護事業所、短期入所生活介護事業所、特定施設入居

者生活介護事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所、夜間対応型

訪問介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護

事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介

護事業所 （抽出枠）介護サービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費

実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，７０９／１０８，９０４ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３

月末時点（項目によっては、２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生

労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 ６－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所調

査票（介護予防含む）（医療関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問

看護ステーション、訪問リハビリテーション事業所、通所介護事業所、療養

通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所、短期入所療養介護事業所、

居宅介護支援事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活

介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所 （抽出枠）介護サービス施設・

事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，３４９／３１，５３２ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月
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末時点（項目によっては、２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労

働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 ７－介護事業経営概況調査（特別調査） 介護老人福祉施設・地域密着型

介護老人福祉施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 （抽出枠）介護サービス

施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０８１／７，５２２ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年６月末時

点（項目によっては、２４年度の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況、７．消費税課税対象支出の状

況、８．設備投資の状況 等 

※ 

【調査票名】 ８－介護事業経営概況調査（特別調査） 介護老人保健施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人保健施設 （抽

出枠）介護サービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名

簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９８３／３，９２１ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年６月末時点（項

目によっては、２４年度の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況、７．消費税課税対象支出の状

況、８．設備投資の状況 等 

※ 

【調査票名】 ９－介護事業経営概況調査（特別調査） 介護療養型医療施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽

出枠）介護サービス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名
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簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７１９／１，６９０ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年６月末時点（項

目によっては、２４年度の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況、７．消費税課税対象支出の状

況、８．設備投資の状況 等 

※ 

【調査票名】 １０－介護事業経営概況調査（特別調査） 居宅サービス・地域密着型サ

ービス事業所票（予防含む）（福祉関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問

入浴介護事業所、訪問看護ステーション、訪問リハビリテーション事業所、

通所介護事業所、療養通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所、短

期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所、特定施設入居者生活介護

事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所、夜間対応型訪問介護事

業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、小

規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所、

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 （抽出枠）介護サービ

ス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３０７／１５９２８９（これらの

うち福祉関係） （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 

（把握時）平成２５年６月末時点（項目によっては、２４年度の実績等） （系

統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況、７．消費税課税対象支出の状

況、８．設備投資の状況 等 

※ 

【調査票名】 １１－介護事業経営概況調査（特別調査） 居宅サービス・地域密着型サ

ービス事業所票（予防含む）（医療関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問

入浴介護事業所、訪問看護ステーション、訪問リハビリテーション事業所、

通所介護事業所、療養通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所、短

期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所、特定施設入居者生活介護
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事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所、夜間対応型訪問介護事

業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、小

規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所、

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 （抽出枠）介護サービ

ス施設・事業所調査結果名簿、介護給付費実態調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３０７／１５９２８９（これらの

うち医療関係） （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 

（把握時）平成２５年６月末時点（項目によっては、２４年度の実績等） （系

統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、６．支出の状況、７．消費税課税対象支出の状

況、８．設備投資の状況 等 
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○一般統計調査の中止 

【調査名】 園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査（平成２５年通

知） 

【承認年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 農林水産省生産局農産部園芸作物課 

【目 的】 本調査は、日本における園芸用施設の設置・利用状況とともに、主として園

芸用施設から排出される農業用廃プラスチックの処理状況を把握し、園芸作物の

安定供給や施設園芸の高度化、園芸農業における低炭素化や循環型社会の構築等

に向けた施策の企画・立案を行うための基礎資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法

の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。平成２２年に、

調査の名称が「園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査」に変更され

た。 

【調査の構成】 １－園芸用施設に関する調査票 ２－農業用廃プラスチックに関する調

査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施翌年の３月末） 

【備 考】 本調査は、我が国における園芸用施設の設置・利用状況や園芸用施設から排

出される農業用廃プラスチックの処理状況を把握し、園芸作物の安定供給や施設

園芸の高度化、園芸農業における低炭素化や循環型社会の構築等に向けた施策の

企画・立案を行うための基礎資料とすることを目的として、都道府県を対象に２

年周期で実施しているものである。しかしながら、本調査の調査事項については、

都道府県だけで把握できるものと、都道府県だけでは把握できず、市町村、農協

等の関係機関に照会しなくては把握できないものがあり、また、これらの状況は

都道府県ごとに異なっていることから、現行の調査手法では必ずしも効率的に把

握することができない状況であることが明らかになった。このため、本調査につ

いては、調査の効率的な実施や記入者負担の軽減等の観点から、都道府県、市町

村、農協等各機関（以下「各機関」という。）における調査事項に係る情報の保

有状況を把握・整理し、その結果を踏まえて、各機関の情報の保有状況に応じた

機関別の調査票の設計等を検討することが必要となっている。以上のことから、

各機関における上記情報の保有状況の実態を把握し、所要の検討を行うものであ

る。 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 耕畜連携畜産たい肥利用促進調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１日 

【実施機関】 奈良県農林部畜産課 

【目 的】 本調査は、たい肥の需給実態を調査し、今後の耕畜連携の取組を円滑に推進

するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－たい肥生産調査票 

※ 

【調査票名】 １－たい肥生産調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）農家 （属性）畜産農家 （抽出枠）畜産

農家名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）平成２５年７月２３日現在 （系統）奈良県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年７月２４日～平成２５年１

１月１１日 

【調査事項】 １．住所、氏名、年齢、後継者の有無、２．飼養畜種と頭数、３．たい肥

化方法、４．たい肥化施設情報、５．たい肥処理期間、６．使用副資材、７．

たい肥保管施設の有無、８．年間たい肥の販売数量、９，たい肥の販売先、

１０．販売拡大に対する取組、１１．販売に係る問題点、１２．たい肥の成

分分析の実施の有無、１３．たい肥生産に係る課題、１４．たい肥散布機所

有の有無、貸出の可否、１５．県内たい肥リストへの掲載の可否、１６．マ

ッチング希望の有無、１７．稲わら収集希望の有無  

－ 55 －



【調査名】 人権に関する県民意識調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月５日 

【実施機関】 佐賀県くらし環境本部人権・同和対策課 

【目 的】 本調査は、佐賀県民の人権に関する意識状況を把握し、今後の人権教育・啓

発に関する施策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－人権に関する県民意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－人権に関する県民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）個人 （属性）佐賀県内に居住する有権者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／６４７，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 

（系統）佐賀県－民間事業者－報告者（配布）、報告者－民間事業者－佐賀

県（回収） 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成２５年９月～１０月末日 

【調査事項】 １．社会的な風習について、２．人権問題について、３．女性の人権につ

いて、４．子どもの人権について、５．高齢者の人権について、６．障害者

の人権について、７．外国人の人権について、８．ＨＩＶ感染者（エイズ患

者）等の人権について、９，ハンセン病患者（元患者）等の人権について、

１０．犯罪被害者等の人権について、１１．同和問題に関する認識について、

１２．同和地区出身者に対する意識について、１３．同和問題解決について

の方策、１４．インターネットによる人権侵害について、１５．性同一性障

害者の人権について、１６．人権擁護に関する啓発活動について、１７．性

別・年齢・職業・お住まいの市町、１８．意見・要望等  
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【調査名】 精神障害者の暮らしや受診状況の実態等に関する調査（平成２５年

届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月９日 

【実施機関】 奈良県医療政策部保健予防課 

【目 的】 本調査は、精神障害者とその家族の暮らしや受診状況を把握し、今後の施策

検討を行うための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－精神障害者の暮らしや受診状況の実態等に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－精神障害者の暮らしや受診状況の実態等に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）精神障害者保健福祉手帳保

持者 （抽出枠）精神障害者・医療費管理システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２１３／６，７４２ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年８月９日～８月３１日 

（系統）奈良県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年８月３１日 

【調査事項】 １．個人単位の収入額・世帯単位の収入額、２．精神科の医療費の支払額、

３．精神科以外の医療費の支払額  
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【調査名】 北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（平成２

５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１２日 

【実施機関】 北九州市子ども家庭局子ども家庭部子ども家庭政策課 

【目 的】 本調査は、子ども・子育て支援法第６１条第１項の規定に基づき北九州市が

定める子ども・子育て支援事業計画を策定するにあたり、主に幼児期の学校教

育・保育、子育て支援等に関する市民のニーズを把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票

Ａ－①：就学前児童用Ａ）２－北九州市子ども・子育て支援に関する市民

アンケート調査（調査票Ａ－②：就学前児童用Ｂ）３－北九州市子ども・

子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ｂ：小学生用）４－北九

州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ｃ：中学・

高校生用）５－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査

（調査票Ｄ：１８歳以上４０歳未満用） 

※ 

【調査票名】 １－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ａ

－①：就学前児童用Ａ） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）０歳～５歳の子どもの

保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／５０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 （系

統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月１１日～１０月３１

日 

【調査事項】 １．お住まいの地域について、２．宛名のお子さんと家族の状況について、

３．子どもの育ちをめぐる環境について、４．宛名のお子さんの保護者の就

労状況について、５．平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について、

６．地域の子育て支援事業の利用状況について、７．土曜・休日や長期休暇

中の「定期的」な教育・保育事業の利用希望について、８．病気の際の対応

について、９．不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用に

ついて、１０．小学校就学後の放課後の過ごし方について、１１．育児休業

や短時間勤務など職場の両立支援制度について 

※ 

【調査票名】 ２－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ａ

－②：就学前児童用Ｂ） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）０歳～５歳の子どもの

－ 58 －



保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／５０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 （系

統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月１１日～１０月３１

日 

【調査事項】 １．アンケートにご記入いただく方について、２．宛名のお子さんと家族

の状況について、３．宛名のお子さんの生活状況について、４．教育・保育

事業の利用について、５．子育てに関する悩みや不安について、６．今後の

北九州市の子育て支援について、７．仕事と生活の調査（ワーク・ライフ・

バランス）について 

※ 

【調査票名】 ３－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ｂ：

小学生用） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）６歳～１１歳の子ども

の保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／５０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 （系

統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月１１日～１０月３１

日 

【調査事項】 １．アンケートにご記入いただく方について、２．宛名のお子さんと家族

の状況について、３．宛名のお子さんの生活状況について、４．放課後児童

クラブの利用について、５．病児・病後児保育について６．学校生活につい

て、７．子育てに関する悩みや不安について、８．今後の北九州市の子育て

支援について、９．宛名のお子さんの保護者の就労状況について、１０．仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

※ 

【調査票名】 ４－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ｃ：

中学・高校生用） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）１２歳～１７歳の子ど

もの保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／５４，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 （系

統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月１１日～１０月３１
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日 

【調査事項】 １．アンケートにご記入いただく方について、２．宛名のお子さんと家族

の状況について、３．宛名のお子さんの生活状況について、４．学校生活に

ついて、５．子育てに関する悩みや不安について、６．今後の北九州市の子

育て支援について、７．宛名のお子さんの保護者の就労状況について、８．

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

※ 

【調査票名】 ５－北九州市子ども・子育て支援に関する市民アンケート調査（調査票Ｄ：

１８歳以上４０歳未満用） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）１８歳～３９歳の男女 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２７１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 

（系統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月１１日～１０月３１

日 

【調査事項】 １．あなた自身のことについて、２．あなたの生活状況について、３．就

労のことについて、４．結婚や家庭のことについて、５．出産や子育てのこ

とについて、６．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について  
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【調査名】 福岡市障がい児・者等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１２日 

【実施機関】 福岡市保健福祉局障がい者部障がい者在宅支援課 

【目 的】 本調査は、次期「障がい者計画」及び「障がい福祉計画」の策定にあたり、

障がい児・者の実態を把握するとともに、障がい保健福祉施策を推進する上での

利用者のニーズを把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－障がい福祉に関する調査（身体障がい者用）２－障がい福祉に関す

る調査（知的障がい者用） ３－障がい福祉に関する調査（精神障がい者

用） ４－障がい福祉に関する調査（発達障がい者用） ５－障がい福祉

に関する調査（難病患者用）６－障がい福祉に関する調査（事業所用） 

※ 

【調査票名】 １－障がい福祉に関する調査（身体障がい者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）福岡市内に居住する身体障害

者手帳保持者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／６０，０００ （配布）調

査員・郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．生活状況、２．日中の過ごし方や外出の状況等、３．就労の状況、４．

福祉サービスの利用、５．情報収集・相談、６．地域とのかかわり、７．障

がい・療養や保育・教育について、８．世帯の状況、９．外出の状況等、１

０．今後の暮らし方 

※ 

【調査票名】 ２－障がい福祉に関する調査（知的障がい者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）福岡市内に居住する療育手帳

保持者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／６０，０００ （配布）調

査員・郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．生活状況、２．日中の過ごし方や外出の状況等、３．就労の状況、４．

福祉サービスの利用、５．情報収集・相談、６．地域とのかかわり、７．障

がい・療養や保育・教育について、８．世帯の状況、９．外出の状況等、１

０．今後の暮らし方 
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※ 

【調査票名】 ３－障がい福祉に関する調査（精神障がい者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）精神科に入院または通院して

いる福岡市に住所を有する患者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２９，０００ （配布）調

査員・郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．日中の過ごし方や外出の状況等、２．就労、３．福祉サービスの利用、

４．今後の暮らし方、５．情報収集や相談、６．地域とのかかわり 

※ 

【調査票名】 ４－障がい福祉に関する調査（発達障がい者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）発達障がい者関係団体等に所

属（利用）もしくは特別支援学級や通級指導教室に通っている発達障がい

児・者とその家族 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９００ （配布）調査員・郵送 （取集）

郵送 （記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系統）福岡市－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．生活状況、２．日中の過ごし方や外出の状況等、３．就労の状況、４．

利用したいサービス等、５．今後の暮らし方、６．情報収集や相談、７．地

域とのかかわり 

※ 

【調査票名】 ５－障がい福祉に関する調査（難病患者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）福岡市内に居住する特定疾患

医療受給者証所持者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／９，０００ （配布）調査

員・郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．生活状況、２．日中の過ごし方や外出の状況等、３．福祉サービスの

利用、４．今後の暮らし方、５．情報収集や相談、６．地域とのかかわり 

※ 
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【調査票名】 ６－障がい福祉に関する調査（事業所用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）事業所 （属性）相談支援事業者、居住系サ

ービス事業者、施設系サービス事業者、共同生活援助・共同生活介護事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５０ （配布）調査員・郵送 （取集）郵送 

（記入）併用 （把握時）平成２５年９月 （系統）福岡市－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年９月１日から２５年１０月３１

日まで 

【調査事項】 １．障がい者福祉施策全般について、２．各事業所の業務実施状況等  
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【調査名】 北海道アイヌ生活実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１３日 

【実施機関】 北海道環境生活部アイヌ政策推進室 

【目 的】 本調査は、アイヌの人たちの生活実態を調査し、今後の総合的な施策の在り

方について検討するために必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－北海道アイヌ生活実態調査（市町村調査票）２－北海道アイヌ生活

実態調査（地区調査票）３－北海道アイヌ生活実態調査（世帯調査票）４

－北海道アイヌ生活実態調査（アンケート調査票） 

※ 

【調査票名】 １－北海道アイヌ生活実態調査（市町村調査票） 

【調査対象】 （地域）北海道全域のアイヌ居住対象市町村 （単位）地方公共団体 （属

性）アイヌ居住対象市町村 （抽出枠）市町村が事前に作成するアイヌ居住

者リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）１０月１日現在 （系統）北海道－市町村 

【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．人口の状況、２．生活の状況、３．教育の状況、４．就業者の状況、

５．農林漁業の状況、６．中小企業の状況、７．住宅の状況、８．生活環境

施設の状況、９．市町村のアイヌ生活向上対策及び意見 

※ 

【調査票名】 ２－北海道アイヌ生活実態調査（地区調査票） 

【調査対象】 （地域）北海道全域のアイヌ居住対象市町村 （単位）地方公共団体 （属

性）アイヌ居住対象市町村のアイヌの人たちの居住地区 （抽出枠）市町村

が事前に作成するアイヌ居住者リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）１０月１日現在 （系統）北海道－市町村 

【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．生活の状況、２．就業者の状況、３．農林漁業の状況 

※ 

【調査票名】 ３－北海道アイヌ生活実態調査（世帯調査票） 

【調査対象】 （地域）北海道全域のアイヌ居住対象市町村 （単位）世帯 （属性）ア

イヌ居住対象市町村の居住地区のアイヌの人たち （抽出枠）市町村任意の

方式 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）他計 （把握時）１０月現在 （系統）北海道－市町村－調査

員－報告者 
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【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．所得等の状況、３．住居の状況、４．貸付資金の利

用状況 

※ 

【調査票名】 ４－北海道アイヌ生活実態調査（アンケート調査票） 

【調査対象】 （地域）北海道全域のアイヌ居住対象市町村 （単位）個人 （属性）世

帯調査の対象となった世帯の１５歳以上の世帯員 （抽出枠）世帯調査の対

象となった世帯の１５歳以上の世帯員すべて 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）１０月現在 （系統）北海道－市町村－調査員－

報告者 

【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．アイヌの人たちに対する対策について、２．雇用の安定と産業の振興

について、３．アイヌ文化の保存・伝承について、４．アイヌの人たちに対

する差別について  
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【調査名】 宮城県ひとり親世帯等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１４日 

【実施機関】 宮城県保健福祉部子育て支援課 

【目 的】 本調査は、母子及び寡婦福祉法第１２条に規定する母子家庭及び父子家庭並

びに寡婦等の自立促進計画を策定するため、生活実態や支援ニーズを把握し、ひ

とり親世帯等に対する福祉施策推進のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－宮城県ひとり親世帯等実態調査 調査票（母子世帯用） ２－宮城

県ひとり親世帯等実態調査 調査票（父子世帯用）３－宮城県ひとり親世

帯等実態調査 調査票（寡婦世帯用）４ー宮城県ひとり親世帯等実態調査 

調査票（養育者世帯用） 

※ 

【調査票名】 １－宮城県ひとり親世帯等実態調査 調査票（母子世帯用） 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯 （抽出枠）住民

基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，２００／１１，５００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系統）

宮城県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１日～平成２５年９月

３０日 

【調査事項】 １．就労・経済・生活の状況、２．子どもの状況、３．福祉制度 等 

※ 

【調査票名】 ２－宮城県ひとり親世帯等実態調査 調査票（父子世帯用） 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）世帯 （属性）父子世帯 （抽出枠）住民

基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／１，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系統）宮城県

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１日～平成２５年９月

３０日 

【調査事項】 １．就労・経済・生活の状況、２．子どもの状況、３．福祉制度 等 

※ 

【調査票名】 ３－宮城県ひとり親世帯等実態調査 調査票（寡婦世帯用） 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯 （抽出枠）住民

基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／１，２００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系統）宮城県
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－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１日～平成２５年９月

３０日 

【調査事項】 １．就労・経済・生活の状況、２．福祉制度 等 

※ 

【調査票名】 ４ー宮城県ひとり親世帯等実態調査 調査票（養育者世帯用） 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）世帯 （属性）養育者世帯 （抽出枠）住

民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００／１５０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系統）宮城県－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１日～平成２５年９月

３０日 

【調査事項】 １．就労・経済・生活の状況、２．子どもの状況、３．福祉制度 等  
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【調査名】 県政テレビに関するアンケート調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 鳥取県未来づくり推進局広報課 

【目 的】 本調査は、県民の県政テレビの視聴状況等について確認し、より県民目線に

立った情報発信を推進するための資料にすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県政テレビに関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－県政テレビに関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）全域 （単位）個人 （属性）県民参画電子アンケート会員（満

１８歳以上の鳥取県内在住又は県内勤務・通学者但し常勤の県職員・県議会

議員を除く） （抽出枠）県民参画電子アンケート会員 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４６３ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）１０～１４日間 （系統） 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月中旬 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．住まい、４「週刊とり☆リンク」の内容に関す

る事項等  
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【調査名】 堺市の製造業・運輸業に関するアンケート調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 堺市産業振興局商工労働部産業政策課 

【目 的】 本調査は、市内製造業・運輸業の投資意欲等を把握し、今後の企業立地施策

の在り方について検討するための参考となる資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－堺市の製造業・運輸業に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－堺市の製造業・運輸業に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）事業所 （属性）１．日本標準産業分類にお

ける産業大分類「Ｅ製造業」に属する事業所、または産業大分類「Ｈ運輸業、

郵便業」で中分類４２～４８に属する事業所のうち、市内に単独または本所

として立地し、かつ、従業者数５人以上の事業所、２．日本標準産業分類に

おける産業大分類「Ｅ製造業」に属する事業所、または産業大分類「Ｈ運輸

業、郵便業」で中分類４２～４８に属する事業所のうち、市内に支所として

立地し、かつ、従業者数３０人以上の事業所 （抽出枠）日本標準産業分類

における産業大分類「Ｅ製造業」に属する事業所、または産業大分類「Ｈ運

輸業、郵便業」で中分類４２～４８に属する事業所のうち、市内に単独また

は本所として立地し、かつ、従業者数５人以上の事業所及び市内に支所とし

て立地し、かつ、従業者数３０人以上の事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１．従業員数５人以上の事業所（単独又

は本所）１３００／３２０００、２．従業員数３０人以上の事業所（支所）

２００／３２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２５年４月１日現在 （系統）堺市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１７日から平成２５年

１０月１１日（約４週間） 

【調査事項】 １．回答企業の概要、２．回答企業の設備投資の予定、３．堺市企業立地

施策の認知度、４．利用状況 等  
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【調査名】 奈良県子育て実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２２日 

【実施機関】 奈良県健康福祉部こども・女性局子育て支援課 

【目 的】 本調査は、奈良県民の子育てに関する現状と意識を把握し、現行計画の検証

を行うとともに平成２７年度以降の子ども・子育て支援法に基づく奈良県計画策

定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－ 奈良県子育て実態調査（夫婦調査票）２－奈良県子育て実態調査

（独身者調査票） 

※ 

【調査票名】 １－ 奈良県子育て実態調査（夫婦調査票） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）５０歳未満の有配偶女性 （抽

出枠）平成２２年度国勢調査結果に基づいて作成された奈良県内各市町村丁

字別世帯数一覧 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／１４６，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月上旬～平成２５年１０月末 

【調査事項】 １．属性、２．夫婦の仕事、３．出会い・結婚のきっかけ、４．妊娠・出

産について不妊の悩み、５．子育ての手助けの有無及び支援制度の利用、６．

子どもを持つことの考え、７．家族観・子ども観、８．不安感・負担感の状

況、９．希望する子育て支援 

※ 

【調査票名】 ２－奈良県子育て実態調査（独身者調査票） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）１８歳以上５０歳未満の独

身男女 （抽出枠）平成２２年度国勢調査結果に基づいて作成された奈良県

内各市町村丁字別世帯数一覧 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／２５９，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月上旬～平成２５年１０月末 

【調査事項】 １．属性、２．本人の仕事、３．結婚や独身生活についての意識、４．結

婚、家庭、子どもを持つことについて  
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【調査名】 相模原市営霊園整備調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２２日 

【実施機関】 相模原市環境経済局環境共生部公園課 

【目 的】 本調査は、今後、相模原市営峰山霊園における整備方針の策定、新型式墓所

の具体的整備計画の策定等を行うため、最新の市民ニーズ等の調査を行うととも

に墓地の需要算定を行い、相模原市における将来の墓地需要への対応に資するこ

とを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－相模原市営霊園整備調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－相模原市営霊園整備調査 調査票 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）世帯 （属性）平成２５年８月１日時点

で５０歳以上の世帯主 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／３１０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時） （系統）（配布）相模原

市－民間事業者－報告者、（回収）報告者－相模原市 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年９月５日～平成２５年９月３

０日 

【調査事項】 １．報告者の年代、２．報告者の続柄、３．居住地域、４．墓地の有無、

５．所有している墓地の経営主体、６．１年間の墓参の回数、７．墓参をす

る際の交通手段、８．法の手続を経ると無縁墓地等が更地にされること  
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【調査名】 宮城県産業廃棄物等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 宮城県環境生活部循環型社会推進課 

【目 的】 本調査は、平成１７年度から導入した産業廃棄物税の効果の検証と，平成１

８年３月に策定した宮城県循環型社会形成推進計画の進捗状況及び産業廃棄物

等に関する県の関連施策の実施状況の確認及び見直しに係る基礎資料の収集を

行うため，宮城県内における産業廃棄物の発生量・処理量に関する現状を把握し，

更に，これまでの廃棄物の推移及び社会・経済的な現状と動向を踏まえた将来見

込みの推計を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－調査票Ｃ：運輸業（道路旅客運送業，道路貨物運送業）、自動車小売

業，燃料小売業、自動車整備業、２－調査票Ｅ：建設業、３－調査票Ｆ：

鉱業、製造業、電気・ガス・水道業、運輸業（鉄道業）、各種商品小売、洗

濯業、写真業、学術研究機関と畜、４－調査票Ｈ：医療業、老人福祉事業、

獣医業、５－調査票Ｌ：その他業種、６－調査票Ｓ：産業廃棄物処理業 

※ 

【調査票名】 １－調査票Ｃ：運輸業（道路旅客運送業，道路貨物運送業） 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 

【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物発生量、４．自社での中間処

理後の量、５．自社処分・自社再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．

委託中間処理の方法、７．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ２－調査票Ｅ：建設業 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 

【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物発生量、４．自社での中間処
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理後の量、５．自社処分・自社再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．

委託中間処理の方法、７．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ３－調査票Ｆ：鉱業、製造業、電気・ガス・水道業、運輸業（鉄道業）、各

種商品小売、洗濯業、写真業、学術研究機関と畜 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 

【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物発生量、４．自社での中間処

理後の量、５．自社処分・自社再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．

委託中間処理の方法、７．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ４－調査票Ｈ：医療業、老人福祉事業 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 

【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物発生量、４．自社での中間処

理後の量、５．自社処分・自社再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．

委託中間処理の方法、７．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ５－調査票Ｌ：その他業種 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 
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【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物発生量、４．自社での中間処

理後の量、５．自社処分・自社再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．

委託中間処理の方法、７．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ６－調査票Ｓ：産業廃棄物処理業 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る全ての産業の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００００／９９０５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日から平成２５年３

月３１日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）平成２５年８月下旬～９月下旬 

【調査事項】 １．事業所概要、２．事業概要、３．廃棄物受託量、４．中間処理後の量、

５．処分・再利用・委託処理先の名称及び所在地、６．委託中間処理の方法、

７．資源化の用途  
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【調査名】 愛知県環境学習等行動計画に関するアンケート（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２３日 

【実施機関】 愛知県環境部環境活動推進課 

【目 的】 本県環境部では、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（平

成１５年法律第１３０号）第８条の規定に基づき、平成２５年２月に「愛知県環

境学習等行動計画」（以下、「行動計画」という。）を策定したところである。本

調査により、事業者、ＮＰＯ、市町村、小中高等学校・特別支援学校、幼稚園、

大学における環境学習や環境教育に関する平成２４年度の取組状況を把握し、行

動計画の進捗管理を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】環境パートナーシップ・ＣＬＵＢ の一般会員及び名

古屋商工会議所ｅｃｏクラブの会員、２－【Ｂ調査票】本県で認証登録さ

れているＮＰＯ法人のうち活動分野に環境保全が登録されている法人、３

－【Ｃ調査票】県内市町村、４－【Ｄ調査票】県内の小学校、中学校、高

等学校、特別支援学校（国立、名古屋市立を除く）、５－【Ｅ調査票】愛知

県私立幼稚園連盟の加盟幼稚園、６－【Ｆ調査票】県内大学 

※ 

【調査票名】 １－Ａ調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）環境パートナーシップ・Ｃ

ＬＵＢ の一般会員及び名古屋商工会議所ｅｃｏクラブの会員 （抽出枠）

会員情報 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４１０ （配布）オンライン、その他（ＦＡＸ） 

（取集）オンライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）平成２

４年４月１日～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．環境負荷の低減に関する取組内容、２．地域貢献における環境教育や

環境保全活動の内容、３．地域貢献における他主体との連携・協働先 

※ 

【調査票名】 ２－Ｂ調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）法人 （属性）本県で認証登録されている

ＮＰＯ法人のうち活動分野に環境保全が登録されている法人 （抽出枠）県

内ＮＰＯ法人一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４２７ （配布）郵送、オンライン、その他（Ｆ

ＡＸ） （取集）郵送、オンライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把

握時）平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 
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【調査事項】 １．環境保全活動や環境学習に関する取組内容、２．環境保全活動や環境

学習における他主体との連携・協働先、３．県ホームページの利用状況 

※ 

【調査票名】 ３－Ｃ調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）市町村 （属性）県内市町村 （抽出枠）

県内市町村一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）オンライン、その他（ＦＡＸ） 

（取集）オンライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）平成２

４年４月１日～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．地域における環境学習の取組内容、２．地域で環境学習を実施する主

体への支援内容、３．職員を対象とした環境学習に関する取組内容 

※ 

【調査票名】 ４－Ｄ調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）学校 （属性）県内の小学校、中学校、高

等学校、特別支援学校（国立、名古屋市立を除く） （抽出枠）県内小中高

等学校、特別支援学校一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）小学校７１７、中学校３２８、高等学校２０５、

特別支援学校２９ （配布）オンライン、その他（ＦＡＸ） （取集）オン

ライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）平成２４年４月１日

～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．環境学習の実施内容、２．教員の研修状況、３．環境教育における他

主体との連携・協働先 

※ 

【調査票名】 ５－Ｅ調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）幼稚園 （属性）愛知県私立幼稚園連盟の

加盟幼稚園 （抽出枠）会員情報 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４２２ （配布）オンライン、その他（ＦＡＸ） 

（取集）オンライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）平成２

４年４月１日～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．環境学習の実施内容、２．教員の研修参加状況、３．環境教育におけ

る他主体との連携・協働先 

※ 

【調査票名】 ６－Ｆ調査票 
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【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）大学 （属性）県内大学 （抽出枠）県内

大学・短期大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７２ （配布）郵送、オンライン、その他（Ｆ

ＡＸ） （取集）郵送、オンライン、その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把

握時）平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日 （系統）愛知県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．環境教育等の研究状況、２．環境教育における他主体との連携・協働

先、３．教員養成における環境教育の実施状況  
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【調査名】 保育士実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２６日 

【実施機関】 奈良県健康福祉部こども・女性局子育て支援課 

【目 的】 本調査は、平成２７年度から本格施行が予定されている子ども・子育て支援

新制度における保育ニーズの増大に向けて保育士確保について検討するため、奈

良県内の保育士登録者を中心に保育士（潜在保育士・現任保育士）の実態を把握

することを目的とする。 

【調査の構成】 １－保育士実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－保育士実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）奈良県内の保育士登録者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１６，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系統）

奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月 

【調査事項】 １．潜在保育士（１）属性、（２）退職理由、（３）復職の希望とその就業

条件、（４）復職時の障害・不安要素、（５）保育所で就労していない理由、

（６）復職する際に求めるサポート、（７）復職のために受けたい研修内容

等、２．現任保育士（１）仕事上での悩み、（２）仕事を続けていくための

サポート、（３）必要な研修内容等  
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【調査名】 堺市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（平成２

５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２６日 

【実施機関】 堺市子ども青少年局子ども青少年育成部子ども企画課 

【目 的】 本調査は、「子ども・子育て支援事業計画」策定の基礎となる「幼児教育・保

育・地域の子育て支援」の「量の見込み」設定に必要な「今後の利用希望」を把

握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－堺市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－堺市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）個人 （属性）就学前児童の保護者 （抽出

枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／４５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年４月１日 （系統）

堺市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月２７日～平成２５年１０月

１８日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況、２．子どもの定期的な教育・保育事業の利用状況、

３．子どもの地域の子育て支援事業の利用状況、４．子どもの小学校就学後

の放課後の過ごし方、５．堺市の子育て環境の満足度、６．育児休業や短時

間勤務制度など職場の両立支援制度について等  
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【調査名】 神戸市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（平成

２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２６日 

【実施機関】 神戸市こども家庭局こども家庭政策担当課 

【目 的】 本調査は、子ども・子育て支援事業計画策定の基礎資料とすることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（就学前児童

保護者用）２－子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（小

学生低学年保護者用）３子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ

調査（小学生高学年保護者用）４－子ども・子育て支援事業計画策定にか

かるニーズ調査（小学生高学年本人用） 

※ 

【調査票名】 １－子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（就学前児童保

護者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）世帯 （属性）小学校６年生以下の子ども

を持つ世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０，９４０／１６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月６日～平成２５年９月２１

日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況に関する事項、２．子どもの放課後や休日の過ごし

方に関する事項、３．子どもの不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利

用状況に関する事項、４．子どもの病気やケガの際の対応に関する事項、５．

子どもの地域子育て支援事業者や「定期的な」教育・保育事業の利用状況に

関する事項、６．育児教育や短時間勤務制度など、職場の両立支援制度に関

する事項 

※ 

【調査票名】 ２－子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（小学生低学年

保護者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）世帯 （属性）小学校６年生以下の子ども

を持つ世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，４８４／１６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月６日～平成２５年９月２１
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日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況に関する事項、２．子どもの放課後や休日の過ごし

方に関する事項、３．子どもの不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利

用状況に関する事項、４．子どもの病気やケガの際の対応に関する事項、５．

子どもの地域子育て支援事業者や「定期的な」教育・保育事業の利用状況に

関する事項、６．育児教育や短時間勤務制度など、職場の両立支援制度に関

する事項 

※ 

【調査票名】 ３子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（小学生高学年保

護者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）世帯 （属性）小学校６年生以下の子ども

を持つ世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，４４０／１６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月６日～平成２５年９月２１

日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況に関する事項、２．子どもの放課後や休日の過ごし

方に関する事項、３．子どもの不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利

用状況に関する事項、４．子どもの病気やケガの際の対応に関する事項、５．

子どもの地域子育て支援事業者や「定期的な」教育・保育事業の利用状況に

関する事項、６．育児教育や短時間勤務制度など、職場の両立支援制度に関

する事項 

※ 

【調査票名】 ４－子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査（小学生高学年

本人用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）世帯 （属性）小学校６年生以下の子ども

を持つ世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，４４０／１６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１日 （系

統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月６日～平成２５年９月２１

日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況に関する事項、２．子どもの放課後や休日の過ごし

方に関する事項、３．子どもの不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利

用状況に関する事項、４．子どもの病気やケガの際の対応に関する事項、５．
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子どもの地域子育て支援事業者や「定期的な」教育・保育事業の利用状況に

関する事項、６．育児教育や短時間勤務制度など、職場の両立支援制度に関

する事項  
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【調査名】 第１２期 市政アドバイザー 第２回意識調査 （平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２８日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 本調査は、具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関す

る意識を市の事業や施策を実施していく上での参考とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－市政アドバイザー意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－市政アドバイザー意識調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上、８０歳未満の

市民 （抽出枠）住民基本台帳から選任した「市政アドバイザー」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／１，１８１，３０９ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月２日～１０月１５日 

【調査事項】 １．節電対策・地球温暖対策に関する事項、２．男女共同参画に関する事

項、３．生物多様性に関する事項  
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【調査名】 北見網走都市圏総合都市交通体系調査（パーソントリップ調査）（平

成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２９日 

【実施機関】 北海道建設部まちづくり局都市計画課 

【目 的】 本調査は、北見網走都市圏の都市交通の実態を総合的に把握するため、都市

圏の人の動きに着目した調査を実施し、総合的な都市交通計画策定のための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－世帯票・自動車票、２－平日交通実態調査票、３－休日交通実態調

査票 

※ 

【調査票名】 １－世帯票・自動車票 

【調査対象】 （地域）北見市、網走市、美幌町、津別町、訓子府町、置戸町、大空町 （単

位）世帯 （属性）５歳以上の個人 （抽出枠）住民基本台帳から世帯主名

を５０音順に並べ、予備を含め概ね６世帯毎に１世帯を選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為 （客体数）８，４００／９８，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月の平日・休日

各１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）概ね１０年 （実施期日）平成２５年１０月中旬から１１月上

旬 

【調査事項】 世帯主との続柄 ・職業 ・性別 ・年齢 ・車種 ・目的 ・交通手段 ・

駐車場の種類 ・運転の有無 等 

※ 

【調査票名】 ２－平日交通実態調査票 

【調査対象】 （地域）北見市、網走市、美幌町、津別町、訓子府町、置戸町、大空町 （単

位）個人 （属性）５歳以上の個人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為 （客体数）１７，０００／１９７，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月の平日・

休日各１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）概ね１０年 （実施期日）平成２５年１０月中旬から１１月上

旬 

【調査事項】 出発・到着時刻について・目的 ・交通手段 ・駐車場の種類 ・運転の

有無 等 

※ 

【調査票名】 ３－休日交通実態調査票 

【調査対象】 （地域）北見市、網走市、美幌町、津別町、訓子府町、置戸町、大空町 （単

位）個人 （属性）５歳以上の個人 （抽出枠）住民基本台帳 
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【調査方法】 （選定）無作為 （客体数）１７，０００／１９７，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月の平日・

休日各１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）概ね１０年 （実施期日）平成２５年１０月中旬から１１月上

旬 

【調査事項】 出発・到着時刻について・目的 ・交通手段 ・駐車場の種類 ・運転の

有無 等  
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【調査名】 子ども・子育て支援に関するアンケート調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２９日 

【実施機関】 岡山市岡山っ子育成局こども園推進課 

【目 的】 本調査は、岡山市民の子育て支援に関する実態や要望・意見を把握し、時代

とともに変化している子ども・子育てに関するニーズ等に対応した子ども・子育

てに関する事業を充実させることを目的とする。 

【調査の構成】 １－子ども・子育て支援に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－子ども・子育て支援に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岡山市全域 （単位）世帯 （属性）０歳から小学校６年生のい

る世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／５０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年６月１日（一部の

項目については、そこから１年前までの状況） （系統）岡山市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２４年７月２日～７月２０日 

【調査事項】 １．（１）お子さんと家族の状況について、（２）両親の状況について、（３）

子育てについて、（４）育児休業制度の利用について、（５）保育サービスの

認知度や利用について、２．就学前児童がいる世帯（１）月曜日から金曜日

までのお子さんの保育の状況について、（２）月曜日から金曜日の保育サー

ビスの利用希望について、（３）土曜日や一時的な保育サービスの利用希望

について、３．小学校児童がいる世帯（１）放課後児童クラブの利用につい

て  
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【調査名】 保護者の就労状況等に関するアンケート（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２９日 

【実施機関】 岡山市岡山っ子育成局こども園推進課 

【目 的】 本調査は、早ければ平成２７年度から本格施行が予定されている「子ども・

子育て支援新制度」への準備に際し、様々な教育ニーズの正確な把握や幼稚園教

育の充実のため、幼稚園に通っている子どもの保護者に、就労状況や預かり保育

の利用状況等を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－保護者の就労状況等に関するアンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－保護者の就労状況等に関するアンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）岡山市全域 （単位）個人 （属性）岡山市域にある私立幼稚園

に通う子どもの保護者 （抽出枠）各私立幼稚園からの報告数 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，７７２ （配布）留置調査 （取集）留置

調査 （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１日 （系統）岡山市－各

私立幼稚園－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年７月３日～７月１９日 

【調査事項】 １．お子さんと家族の状況について、２．両親の状況について、３．預か

り保育の利用について  
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【調査名】 札幌市市内におけるＰＣＢ廃棄物の実態把握調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月３０日 

【実施機関】 札幌市環境局環境事業部事業廃棄物課 

【目 的】 本調査は、札幌市内の民営事業所について「ＰＣＢ廃棄物の保管」及び「Ｐ

ＣＢ含有機器の使用」に関する実態を調査することにより、現状把握を行い、今

後のＰＣＢ特別措置法に基づく処理期限に向けた今後の施策に活用していくこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－札幌市市内におけるＰＣＢ廃棄物の実態把握調査 

※ 

【調査票名】 １－札幌市市内におけるＰＣＢ廃棄物の実態把握調査 

【調査対象】 （地域）札幌市東区 （単位）事業所 （属性）札幌市東区の地域に所在

する民営事業所 （抽出枠）総務省統計局の事業所母集団データベース２４

年次フレーム（速報版） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，４００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２５年１１月１日現在 （系統）札幌市―民間事

業者―報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１１月２７日 ～ 平成２

５年１２月１７日 

【調査事項】 ＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ含有機器の有無及び保管台数  
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（２）変更 

【調査名】 市町村民経済計算作成のための基礎資料収集調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２日 

【実施機関】 宮城県震災復興・企画部統計課 

【目 的】 本調査は、県内市町村の経済活動を明らかにし、市町村民経済計算作成のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－市町村民経済計算作成のための基礎資料収集調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める期間と一部の調査項目の名称の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－市町村民経済計算作成のための基礎資料収集調査票 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る中分類「ガス業」、「運輸に附帯するサービス業」のうち、市町村民経済計

算において、公的企業及び一般政府に分類される事業所 （抽出枠）平成１

８年度事業所・企業統計調査名簿を用いる。法人企業統計調査や地方財政状

況調査などの他の一次統計において，推計に必要な数値を得ることができな

い事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８４／６９４ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年４月１日～翌年

３月３１日 （系統）宮城県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月から９月 

【調査事項】 １．ガス業の収益及び費用、２．市町村別供給量、３．固定資産税額等、

４．公的企業及び一般政府における農水産業の生産額、５．市町村別土木工

事額及び採石・砂利生産額、６．一部事務組合負担金等  
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【調査名】 労働環境等調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部労働政策課 

【目 的】 本調査は、人口減少・少子高齢化の進行や経済のグローバル化をはじめ、高

度情報化の進展、価値観やライフスタイルの多様化など、近年、労働者の働く環

境は急激に変化している。このため、県内の事業所等に雇用される労働者の労働

環境及び労働条件等の実態を明らかにし、今後の労働行政推進上の基礎資料とす

るとともに、企業における労働環境及び労働条件等の改善並びに労使関係の安定

に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働環境等調査票 

※ 

【調査票名】 １－労働環境等調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建

設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，

郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関

連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービ

ス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０

名以上の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１８，１７０ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月３０日現在 （系統）

栃木県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月初旬～１０月末日 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．事業所の労働者数、３．育児のための両立支援制

度の取組状況、４．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取組

状況、５．高年齢者の継続雇用の取組状況  
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【調査名】 大阪府景気観測調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月７日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 本調査は、四半期ごとの大阪府内民営事業所の景気動向を広く府民に公表す

るとともに、大阪府商工労働行政の施策立案の基礎資料にすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪府景気観測調査票 

【備 考】 今回の変更は報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間の変更であ

る。昨今の電気料金値上げや円高是正に伴う原材料価格の上昇が、経営に及ぼす

影響を把握するために、「電気料金及び原材料価格上昇の影響について」の設問

を追加し、これに替えて節電に関する設問を削除した。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府景気観測調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売，小売

業」「不動産業，物品賃貸業」「宿泊業，飲食サービス業」及び中分類「専門

サービス業（他に分類されないもの）」「広告業」「技術サービス業（他に分

類されないもの）」「洗濯・理容・美容・浴場業」「その他の生活関連サービ

ス業」「娯楽業」「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業（別掲を除

く）」「職業紹介・労働者派遣業」「その他の事業サービス業」に属し、単独

および本所・本社・本店の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベー

スを用い、上記の３（２）属性的範囲であげた業種ごとに、当該業種中に所

在する単独および本所・本社・本店の民営事業所から無作為抽出する層化二

段抽出により選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，５００／３０２，５４４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施四半期の実績見込

み（一部、次の四半期の予定） （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）提出期限は、５月、８月、１１月、２月

のそれぞれ翌月中旬 

【調査事項】 １．毎期共通するもの （１）事業所概要（業種、業態、従業員規模）、

（２）今期の業況判断（ 前期比、前年同期比）、（３）来期の業況判断（見

込み）、（４）出荷・売上高、（５）製・ 商品、サービス、請負等の単価、（６）

原材料、部品等の価格、（７）営業利益水準、営業利益 判断、（８）雇用状

況、（９）来期の雇用予定人員、（１０）資金繰り、（１１）設備投資 、２．

各期で個別に調査する項目 （１）４－６月期 ア．直近の年間決算におけ

る営業利益について 、イ．２４年度の海外での売上及び調達・仕入の実績

（２３年度と比較）、（２）７－９月期 ア．今年の賞与（正規雇用者を対象
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として）の実績と見込み、イ．電気料金及び原材料価格上昇の影響について、

（３）１０－１２月期 ア．設備投資の主な目的、イ．中国ビジネスとの関

わり、ウ．中国関連の売上高の変化 （４）１－３月期 ア．２４年度の採

用実績（２３年度と比較）と２５年度の採用予定（２４年度と比較）  
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【調査名】 県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査（平成

２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月９日 

【実施機関】 宮城県震災復興・企画部統計課 

【目 的】 本調査は、宮城県内事業所の経済活動を明らかにし、県民経済計算・市民経

済計算推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者及び報告を求める事項及びその基準となる期

日又は期間の変更である。解散等により５事業所を対象から除外し、新たに１１

事業所を新規調査対象に追加。 

※ 

【調査票名】 １－県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査票 

【調査対象】 （地域）全国（県内の事業所及び県内の事業所を統括する事業所） （単

位）事業所 （属性）他の一次統計書で得られない業種の事業所 （抽出枠）

選定には事業所母集団データベースの母集団情報を用いる。 一次統計にお

いて秘匿処理される可能性のある区分の事業所等を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９２／１，７３９ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）４月１日～

３月３１日 （系統）宮城県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月 

【調査事項】 １．従業員数、２．消費税の扱い、３．収入及び支出、４．有形固定資産

残高 等  
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【調査名】 財政状況調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月９日 

【実施機関】 滋賀県総務部統計課 

【目 的】 本調査は、県民経済計算の推計に必要な資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－財政状況調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間の変更で

ある。県民経済計算の推計方法変更による費用および収益等の見直しを実施した。 

※ 

【調査票名】 １－財政状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）機関 （属性）１．「国民経済計算における政府

諸機関の分類」（内閣府経済社会総合研究所）に掲載される各機関および会

計を所管する各機関等のうち、地方政府以外の機関で、滋賀県内に事業所を

有するもの滋賀県内に所在する関係機関及びその機関の経理事務等を所管

する滋賀県外の機関、２．推計上必要な資料を有している関係機関等 （抽

出枠）県内に所在する関係機関およびその機関の経理事務等を所管する県外

の機関 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施期間の前年度間または前年間（各機関の会計年度） 

（系統）滋賀県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎年度 （実施期日）毎年度８月～１２月頃（ただし、調査客

体に必要ある時は、回答期限を延長する。）なお、平成２５年度について

は、本届出受理後３０日以降に実施する。 

【調査事項】 費用及び収益等  

－ 94 －



【調査名】 新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１２日 

【実施機関】 新潟県産業労働観光部労政雇用課、新潟市経済・国際部雇用対策課 

【目 的】 本調査は、新潟県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金、労働時間、

休日等労働条件の事態を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定化のため

の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（事業所票） ２－新潟

県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（個人票） 

※ 

【調査票名】 １－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（事業所票） 

【調査対象】 （地域）新潟県全域（新潟市地域－新潟市実施） （単位）事業所 （属

性）日本標準産業分類に定める産業分類が「農業，林業」、「漁業」及び「公

務」を除く産業に属する常用労働者を１０人以上雇用する事業所 （抽出枠）

経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）

調査票の配布：（新潟市以外）新潟県－報告者、（新潟市）新潟県－新潟市－

報告者、 調査票の回収：（新潟市以外）報告者－新潟県地域振興局－新潟

県、（新潟市）報告者－新潟市－新潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月３１日～９月３０日（ただし、平成

２５年度調査においては、８月３１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．企業全体の現況（１）企業全体の常用労働者数、（２）資本金又は出

資金、２．事業所の現況（１）労働組合の有無、（２）労働者構成、（３）派

遣労働者数、３．初任給（１）学歴・職種別初任給額、（２）学歴・職種別

採用人数、（３）県外学校出身者数、４．労働時間制度（１）１日・１週の

所定労働時間数、（２）変形労働時間制の採用状況、（３）週休制の形態、５．

年間休日数（年間休日数の状況）、６．年次有給休暇（年次有給休暇の取得

状況）、７．特別休暇制度（特別休暇制度の状況）、８．育児休業制度（１）

育児休業制度の有無、（２）育児休業制度の整備状況、（３）育児休業の取得

状況、９．介護休業制度（１）介護休業制度の有無、（２）介護休業制度の

整備状況、（３）介護休業の取得状況、１０．仕事と家庭の両立のための支

援制度（１）仕事と家庭の両立の支援制度の有無、（２）制度状況、１１．

賃金の支払形態（賃金の支払形態別の労働者数） 

※ 

【調査票名】 ２－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（個人票） 

【調査対象】 （地域）新潟県全域（新潟市地域－新潟市実施） （単位）個人 （属性）
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日本標準産業分類に定める産業分類が「農業，林業」、「漁業」及び「公務」

を除く産業に属する常用労働者を１０人以上雇用する事業所 （抽出枠）経

済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）

調査票の配布：（新潟市以外）新潟県－報告者、（新潟市）新潟県－新潟市－

報告者、 調査票の回収：（新潟市以外）報告者－新潟県地域振興局－新潟

県、（新潟市）報告者－新潟市－新潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月３１日～９月３０日（ただし、平成

２５年度調査においては、８月３１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．勤続年数、４．就業形態、５．最終学歴、６．

労働者の職種、７．７月分の所定内労働時間数及び所定外労働時間数、８．

７月分の所定内賃金額及び所定外賃金額  
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【調査名】 県民健康基礎調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１５日 

【実施機関】 静岡県健康福祉部医療健康局健康増進課 

【目 的】 本調査は、静岡県民の健康状態、食品・栄養摂取状況、身体状況及び生活習

慣等について調査を実施し、静岡県の健康づくりの方策を講ずる基礎資料を得る

ことを目的とする。健康増進法に基づいて行われている国民健康・栄養調査の、

調査対象、調査項目を拡大して静岡県の状況の把握を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票２－生活状況調査票３－食品摂取頻度調査票４－栄

養摂取状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）個人 （属性）世帯及びその世帯員 （抽

出枠）国民生活基礎調査により設定された単位地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，７１９，５１５ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査の実施期間の

うちの任意の１日間 （系統）静岡県－健康福祉センター及び保健所－報告

者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．腹囲、４．血圧、５．問診 

※ 

【調査票名】 ２－生活状況調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）個人 （属性）世帯及びその世帯員 （抽

出枠）国民生活基礎調査により設定された単位地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，７１９，５１５ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査の実施期間の

うちの任意の１日間（歩数調査は３日間） （系統）静岡県－健康福祉セン

ター及び保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．健康に関する意識や知識、２．生活習慣等、３．３日間歩数調査 

※ 

【調査票名】 ３－食品摂取頻度調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）個人 （属性）世帯及びその世帯員 （抽

出枠）国民生活基礎調査により設定された単位地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，７１９，５１５ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査の実施期間の

うちの任意の１日の前の、１か月間 （系統）静岡県－健康福祉センター及
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び保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １か月間の食品摂取頻度 

※ 

【調査票名】 ４－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）個人 （属性）世帯及びその世帯員 （抽

出枠）国民生活基礎調査により設定された単位地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，７１９，５１５ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査の実施期間の

うちの任意の１日間 （系統）静岡県－健康福祉センター及び保健所－報告

者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １日間の食事内容 

※ 

【調査票名】 ５－小中学生の生活習慣と健康についてのアンケート 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）個人 （属性）世帯及びその世帯員 （抽

出枠）国民生活基礎調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，７９６，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系

統）県健康増進室→健康福祉センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１０月０１日～１１月３０日 

【調査事項】 「しずおか健康創造２１アクションプラン」の６つの分野（食生活，運動，

休養・こころ，たばこ・アルコール・薬物，歯，健康管理）を中心とした生

活習慣病に関する項目  
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【調査名】 中小企業労働条件等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１６日 

【実施機関】 東京都労働相談情報センター相談調査課 

【目 的】 本調査は、事業所調査及び従業員調査により、属性、労働条件、意識等を調

査し、今後の労働行政上の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－パートタイマーの実態調査（事業所調査票） ２－パートタイマー

の実態調査（従業員調査票） 

※ 

【調査票名】 １－パートタイマーの実態調査（事業所調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）日本標

準産業分類の大分類「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」

に属する事業所を除く常用雇用者が３０人以上の民営事業所 （抽出枠）平

成２４年経済センサス－活動調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４５，２４６ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在 （系統）

（配布）東京都－民間事業者－報告者、（回収）報告者－東京都 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年９月１３日～１０月１５日 

【調査事項】 １．報告者の属性（事業所規模、業種、職種等）、２．パートタイマーの

活用の現状及び理由、３．パートタイマーの労働条件（契約期間、労働時間、

休暇、賃金、各種手当、福利厚生、教育訓練等）、４．労働契約法改正への

対応状況、５．パートタイム労働法改正への対応状況、６．行政機関への要

望事項等 

※ 

【調査票名】 ２－パートタイマーの実態調査（従業員調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く） （単位）個人 （属性）事業所調

査の協力が得られた事業所に従事するパートタイマー 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）（配布）東京

都－民間事業者－事業所－報告者、（回収）報告者－東京都 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１０月１８日～１１月１５日 

【調査事項】 １．報告者の属性（性別、年代、勤務先の主要事業内容等）、２．労働条

件（契約期間、労働時間、休暇、賃金、各種手当、福利厚生、教育訓練等）、

３．労働契約法改正についての認識、４．パートタイム労働法改正について

の認識、５．雇用に関する意識、６．行政機関への要望事項等  
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【調査名】 ひとり親世帯等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１９日 

【実施機関】 名古屋市子ども青少年局青少年家庭課 

【目 的】 本調査は、名古屋市におけるひとり親世帯（母子世帯、父子世帯、両親のな

い子のいる世帯及び寡婦世帯）の生活実態と生活意識等を調査し、ひとり親家庭

等に対する福祉行政を推進するための基礎資料を得ることと、平成２６年度に行

う「第３期ひとり親家庭等自立支援計画（計画期間：平成２７年度～平成３１年

度）」の策定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－ひとり親世帯等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－ひとり親世帯等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯，父子世帯，両

親のいない世帯及び寡婦世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，２００／１，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）９月第１開庁日 （系

統）名古屋市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月中旬～９月末日 

【調査事項】 １．世帯の状況について、２．ひとり親世帯等となった当時の状況につい

て、３．住まいについて、４．仕事について、５．家計について、６．お子

さんの教育等について、７．生活等について、８．福祉施策利用・受給状況

について  
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【調査名】 神戸市中央卸売市場 流通実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月１９日 

【実施機関】 神戸市産業振興局中央卸売市場本場 

【目 的】 本調査は、生鮮食料品の安定的流通についての基礎的資料を得ることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－神戸市中央卸売市場 流通実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 と報告

を求める期間の変更である。前回は平成２１年３月であったが、今回は平成２５

年１０月に行う。 

※ 

【調査票名】 １－神戸市中央卸売市場 流通実態調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）企業 （属性）卸売業者及び仲卸業者 （抽

出枠）市内企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１８日 （系統）神戸市 －  

報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２５年１０月１８日～１１月２日 

【調査事項】 １．売渡人（買出人）の業態に関する事項、２．売渡先（買出人）の営業

所の所在地に関する事項、３．販売方法（注文の受付）に関する事項、４．

搬出方法に関する事項、５．販売物品の数量・金額に関する事項  
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【調査名】 神奈川県工業生産統計調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 神奈川県統計センター 

【目 的】 本調査は、神奈川県の工業生産の動向を明らかにし、経済分析及び景気動向

の基礎資料を作成することを目的とする。 

【調査の構成】 １－神奈川県工業生産統計調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及びそ

の基準となる期日又は期間、報告を求めるために用いる方法である。 

※ 

【調査票名】 １－神奈川県工業生産統計調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に

掲げる大分類「製造業」のうち、別表に掲げる２５品目を生産している事業

所 （抽出枠）工業統計調査結果から、調査品目別に県内シェアのおおむね

８０％以上を占めるよう事業所を選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）神奈

川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月（平成２５年８月分調査以降） （実施期日）調査月の翌

月１０日 

【調査事項】 １．製造品の自事業所生産数量及び生産金額、２．出荷数量及び出荷金額、

３．月末在庫数量  

－ 102 －



【調査名】 「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査（平成２５年届

出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２１日 

【実施機関】 福井県教育庁義務教育課 

【目 的】 本調査は、英語と数学に習熟度別の少人数指導を導入する「中学校英数学力

向上事業」の効果を測定するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）個人 （属性）「中学校英数学力向上事業」

の対象校１４中学校（明倫中、清水中、勝山南部中、丸岡中、鯖江中、武生

第２中、小浜中、至民中、森田中、開成中、芦原中、三国中、武生第１中、

小浜第２中）の３年生全員 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３００ （配布）その他（教員） （取集）

その他（教員） （記入）自計 （把握時）調査実施期間中の任意の一日 （系

統）福井県教育委員会－各市町教育委員会－対象中学校－報告者（生徒） 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）４月中旬～５月中旬、９月下旬～１０月初

旬 

【調査事項】 １．英語、数学の授業の理解度、２．学校以外で英語に触れる機会の有無、

３．英語、数学の自宅での学習時間、４．塾の利用状況  

－ 103 －



【調査名】 千葉県生活習慣に関するアンケート調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２６日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康づくり支援課 

【目 的】 本調査は、千葉県民の健康に係る生活習慣の現状を把握し、健康や医療に関

する課題を明らかにし、今後の健康づくり施策の推進等に必要な基礎資料を得る

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－千葉県生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－千葉県生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）千葉県内在住の満１５歳以

上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／６，２６０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１

日 （系統）千葉県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査実施年の１０月下旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．健康の状況、２．栄養・食生活の状況、３．身体活動・運動の状況、

４．休養・心の健康の状況、５．喫煙・飲酒の状況、６．歯の健康の状況、

７．がんの状況、８．病気の状況、９．健康診断の状況、１０．受動喫煙防

止の状況及び健康に関する情報について  
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【調査名】 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月２９日 

【実施機関】 愛媛県経済労働部管理局労政雇用課 

【目 的】 本調査は、愛媛県内民間事業所における育児・介護休業制度の利用状況など、

仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境の実態を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域 （単位）事業所 （属性）常時従業員５人以上を雇

用する愛媛県内民間事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－基礎調査

結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，０５３ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日 （系

統）愛媛県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年１１月１１日～平成２５年１

２月１１日 

【調査事項】 １．事業所の概要に関する事項、２．企業としての意識に関する事項、３．

育児休業制度及び労働者の育児に対する援助に関する事項、４．介護休業制

度及び労働者の家族の介護に対する援助に関する事項、５．子の看護のため

の休暇に関する事項、６．要介護状態にある家族の介護のための休暇に関す

る事項、７．配偶者出産休暇制度に関する事項  
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【調査名】 神奈川県働く環境に関する事業所調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年８月３０日 

【実施機関】 神奈川県産業労働局労働部労政福祉課 

【目 的】 本調査は、神奈川県内事業所における就業環境の実態を調査することにより、

今後の女性労働者の積極的な登用、育児・介護休業等及び男性も含めた仕事と生

活の両立の取組を支援する各種施策を実施するための基礎資料を得ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－神奈川県働く環境に関する事業所調査票 

※ 

【調査票名】 １－神奈川県働く環境に関する事業所調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県内の「農林漁

業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、公務を除く１４産業（「建設業」、「製造

業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療・福祉」、その他（複合サービス事業、

サービス業（他に分類されないもの））に属する常用労働者３０人以上の民

営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２４年次フレーム（速

報版）） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／１６，９６１ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）４１５４８ （系統）神奈川

県－調査委託機関－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２５年９月下旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性（業種、事業所の形態、労働組合の有無、企業規模、常

用労働者数）、２．女性活躍推進の状況（女性管理職の就任状況、女性の活

躍推進の取組及び効果、行政に期待する取組）、３．育児休業制度・子の看

護休暇制度（制度の有無及び内容、休業（休暇）の取得状況、育児休業中の

給与等の支給、男性の育児休業取得に向けた取組状況、男性の育児休業取得

を推進する上で行政に期待する取組）、４．介護休業（休暇）制度（制度の

有無及び内容、休業（休暇）の取得状況、介護休業中の給与等の支給、仕事

と介護の両立を推進する上で行政に期待する取組、５．年次有給休暇の取得

状況、６．ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組状況（取組及び効

果、ワーク・ライフ・バランスを推進する上で行政に期待する取組） 
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